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農林水産物・食品 輸出額の推移 輸出・国際局

（単位：億円）

※財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
※2020年の（9,217）は少額貨物及び木製家具を含まない数値

2021年の（11,626）は少額貨物を含まない数値 3



2022年の農林水産物・食品 輸出額 品目別 輸出・国際局

※財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

３
※「ぶり」の金額はぶり（活）を含む金額。但し、前年同月比はぶり（活）を除く金額で算出

※「牛肉」、「鶏卵」、「豚肉」、「鶏肉」、「かんしょ」、「かき」の金額はそれぞれの加工品を含む金額。
「青果物」、「かんしょ」、「かき」の前年同月比は加工品を除く金額で算出

505,167 +9.9 123,612 +4.9
139,224 +21.4 12,710 ▲ 12.7

日本酒 47,492 +18.2 21,887 +7.2
ウィスキー 56,078 +21.5 9,143 +7.5
焼酎（泡盛を含む） 2,172 +24.4 植木等 7,385 +6.6

48,380 +11.2 切花 1,514 +12.7
48,215 +18.8 63,761 +11.9

菓子（米菓を除く） 27,991 +14.6 20,559 ▲ 2.4
醤油 9,396 +2.8 11,054 +46.9
米菓（あられ・せんべい） 5,503 ▲ 2.4 9,191 ▲ 5.8
味噌 5,077 +14.1 木製家具 6,893 +26.6

畜産品 126,827 +11.3 水産物（調製品除く） 300,448 +28.7
畜産物 96,820 +8.6 ホタテ貝（生鮮・冷蔵・冷凍等） 91,052 +42.4

牛肉 52,019 ▲ 4.0 ぶり 36,256 +32.7
牛乳・乳製品 31,926 +30.9 真珠（天然・養殖） 23,753 +39.1
鶏卵 8,546 +42.4 さば 18,802 ▲ 14.6
豚肉 2,326 ▲ 10.6 かつお・まぐろ類 17,845 ▲ 12.6
鶏肉 2,003 +0.6 いわし 11,630 +56.2

穀物等 62,696 +12.2 たい 7,475 +48.3
米（援助米除く） 7,382 +24.4 さけ・ます 6,675 +88.5

野菜・果実等 68,702 +20.6 すけとうたら 3,061 +53.3
青果物 47,492 +24.3 さんま 285 ▲ 55.1

りんご 18,703 +15.4 水産調製品 86,878 +27.8
ぶどう 5,390 +16.4 なまこ（調製） 18,405 +18.6
いちご 5,242 +29.1 ホタテ貝（調製） 16,807 +108.0
もも 2,897 +24.8 練り製品 12,266 +9.0
かんしょ 2,789 +12.6 貝柱調製品 3,914 ▲ 34.4
ながいも 2,690 +16.3
なし 1,346 +40.1
かんきつ 1,272 +15.5
かき 1,189 +50.0
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全体の状況（1-12月）

金額 前年差 前年比
１－12月累計
（少額貨物輸出額を含む）

1兆4,148億円 +1,766億円 +14.3％

少額貨物 前年比
1-12月 767億円 +1.5％

〇 関係者からの聴き取りによると、多くの国・地域で、外食向けがコロナによる落込みから回復したこと、
小売店向けやＥＣ販売等の販路への販売が引き続き堅調だったこと等に加えて、円安による海外市
場での競争環境の改善も追い風となり、農産物、林産物、水産物共に多くの品目で輸出額が伸び、
総額も伸びた。

〇 品目別の輸出額では、水産物は中国及び米国向け、アルコール飲料は中国向け、青果物は香港
及び台湾向け、牛乳・乳製品はベトナム向けの伸びが大きい。香港向けが上半期を中心にコロナによ
る外食規制、欧米向けが下半期からインフレによる消費減退の影響を受けた。

〇 日本政府が政府一体で進めてきた輸出拡大の取組（輸出支援プラットフォームの設立、水産加工
施設等の整備など）も輸出を後押し。

2022年1ー12月 農林水産物・食品の輸出額 輸出・国際局

2022年1-12月の輸出実績は、1兆4,148億円を記録し、過去最高を記録しました。
(2021年1-12月実績：1兆2,382億円）

４



北海道における農林水産物・食品輸出額の推移（2022年）

※財務省「貿易統計」を基に北海道農政事務所作成
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2022年の北海道における農林水産物・食品 輸出額 品目別
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2022年の農林水産物・食品 輸出額 国・地域別 輸出・国際局

※財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
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北海道における農林水産物･食品 輸出額（2022年１-12月）国・地域別 輸出 ・国際局
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2022年の農林水産物・食品 輸出額

9

輸出 ・国際局

＜少額貨物輸出額＞
※少額貨物…輸出入申告の際、１品目20万円以下の貨物に関

しては「貿易統計」に計上されておらず、別途調査を
行っている。（1-6月、7-12月の年２回集計）

※財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成
※少額貨物は財務省調査を基に農林水産省作成

農林水産物 前年同月比 輸出額内訳
農産物 林産物 水産物

1月 787億円 +3.7% 544億円 37億円 206億円
2月 901億円 +18.0% 610億円 50億円 241億円
3月 1,104億円 +7.3% 748億円 61億円 295億円
4月 1,146億円 +12.0% 717億円 51億円 379億円
5月 1,054億円 +19.1% 674億円 55億円 325億円
6月 1,173億円 +24.0% 759億円 58億円 356億円
7月 1,178億円 +21.9% 775億円 58億円 345億円
8月 1,122億円 +16.3% 753億円 56億円 314億円
9月 1,141億円 +17.1% 772億円 48億円 321億円
10月 1,251億円 +18.7% 843億円 54億円 354億円
11月 1,216億円 +16.4% 784億円 55億円 377億円
12月 1,308億円 +7.5% 893億円 56億円 359億円
計 1兆3,381億円 ＋15.1％ 8,870億円 638億円 3,873億円
計

（少額貨物輸出額を含む）
1兆4,148億円 ＋14.3％ － － －

少額貨物 前年同期比
1-6月 361億円 ▲1.6%
7-12月 407億円 +4.4%
計 767億円 +1.5%



新たな農林水産物・食品の輸出額目標

5,878億円

農産物
1.3兆円

農産物
3.3兆円

370億円

系列2
0.1兆円

系列2
0.2兆円

2,873億円

系列3
0.6兆円

系列3
1.2兆円

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

9,121億円

農林水産物・食品の輸出額を、2025年までに2兆円、2030年までに５兆円とすることを目指す。

５兆円

２兆円

※少額貨物（１ロット20万円以下）を新たに輸出額のカウントに追加
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農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（Ｒ４年12月改訂）について

〇 輸出促進法等の一部改正法の施行（R４年10
月１日）等を踏まえ、Ｒ５年度に実施する施策、
Ｒ６年度以降の実施に向け検討する施策につい
て、その方向性を決定

３つの基本的な考え方と具体的施策

①輸出重点品目(29品目)と輸出目
標の設定

②輸出重点品目に係るターゲット国
・地域、輸出目標、手段の明確化

③品目団体の組織化とその取組の強化
④輸出先国・地域における専門的・
継続的な支援体制の強化

⑤JETRO・JFOODOと認定農林水
産物・食品輸出促進団体等の連携

⑥日本食・食文化の情報発信におけ
るインバウンドとの連携

戦略の趣旨

⑦リスクを取って輸出に取り組む事
業者への投資の支援

⑧マーケットインの発想に基づく輸
出産地・事業者の育成・展開

⑨大ロット・高品質・効率的な輸出
等に対応可能な輸出物流の構築

⑩輸出向けに生産・流通を転換する
フラッグシップ輸出産地の形成

⑪輸出を後押しする農林水産事業者
・食品事業者の海外展開の支援

⑫輸出先国・地域における輸入規制
の撤廃

⑬輸出加速を支える政府一体として
の体制整備

⑭輸出先国・地域の規制やニーズに
対応した加工食品等への支援

⑮日本の強みを守るための知的財産
対策強化

１．日本の強みを最大限に発揮するため
の取組

２．マーケットインの発想で輸出にチャレン
ジする事業者の支援

３．政府一体となった輸出の障害の
克服

４．国の組織体制の強化

〇 2025年２兆円・2030年５兆円目標の達成は、
海外市場で求められるスペック（量・価格・品質・
規格）の産品を専門的・継続的に生産・販売する
（＝「マーケットイン」）体制整備が不可欠

改訂の概要
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●ホクレン農業協同組合連合会（北海道全域）
●東川町農業協同組合（東川町）

ながいも

◎ 牛乳乳製品

●音更町農業協同組合（音更町)
●ふらの農業協同組合（富良野市)
●きたみらい農業協同組合（北見市）
●常呂町農業協同組合（北見市常呂町）
●えんゆう農業協同組合（湧別町）
●美幌地方広域農業協同組合連合会（美幌町）

たまねぎ

にんにくかぼちゃ

●北海道日高乳業(株)（日高町）
●(株)北海道酪農公社（江別町）
●ホクレン農業協同組合連合会（旭川市）

◎ その他の野菜

●帯広大正農業協同組合（帯広市)
●帯広市川西農業協同組合（帯広市)
●音更町農業協同組合（音更町）

●音更町農業協同組合（音更町）

●十勝清水町農業協同組合（清水町）
●常呂町農業協同組合（北見市常呂町）

●新ブランド農産物生産組合あっさぶ農匠
（厚沢部町）

●よつ葉乳業(株)（旭川市、音更町)
●雪印メグミルク(株)（旭川市、中標津町、大樹町)
●北海道乳業(株)（函館市）

◎ 味噌

●全国味噌工業協同組合連合会
北海道組合（札幌市）

●福山醸造(株)（札幌市)
●岩田醸造(株)（札幌市）
●渋谷醸造(株)（本別町）
●倉繁醸造(株)（網走市）
●服部醸造(株)（八雲町）
●太田醸造(有)（訓子府町）
●北海道味噌(株)（旭川市）

◎ 醤油

●北海道味噌醤油工業協同組合（札幌市）
●福山醸造(株)（札幌市)
●北海道醤油(株)（札幌市）
●渋谷醸造(株)（中川郡）

●(株)芦別RICE（芦別市)
●新篠津農業協同組合（新篠津村）
●北海道産米輸出促進協議会（小樽市、美唄町、倶知安町、せたな町）
●(株)松原米穀契約生産者組合（北海道全域）

◎コメ・パックご飯・米粉及び米粉製品

◎ ウィスキー

ウィスキー

●札幌酒精工業(株)（札幌市)

◎ 清酒

●日本清酒(株)（札幌市)
●男山(株)（旭川市)
●高砂酒造(株)（旭川市）
●福司酒造(株)（釧路市）
●小林酒造(株)（栗山町）
●金滴酒造(株)（新十津川町）
●三千櫻酒造(株)（東川町）
●国稀酒造(株)（増毛町）

にんじん

北海道 輸出重点品目の輸出産地リストマップ

※事業者名、地域名は「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略に基づく輸出重点品目の輸出産地リスト」に基づき記載しております。 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_action/yusyutsu-list.html

LL牛乳等・チルド牛乳

●ホクレン食肉輸出コンソーシアム（北海道全域）

牛肉

◎ 牛肉

豚肉

●北海道産豚肉輸出拡大コンソーシアム（新冠町）

◎ 豚肉

◎ 鶏肉

鶏肉

●日本ホワイトファーム(株)札幌コンソーシアム（厚真町）

LL牛乳等・チルド牛乳

チーズ

北海道味噌

醤油 コメ

コメ・パックご飯
清酒

◎ 錦鯉

錦鯉(北海道･東北･新潟)

●全日本錦鯉振興会新潟地区

（新潟県小千谷市)

ホタテ貝（北海道全域）

●北海道漁業協同組合連合会
●カネヨ木村水産(株)
●(株)カネキチ澤田水産
●(有)カネヤマ松浦水産
●(有)丸二永光水産
●巽冷凍食品(株)
●稚内東部(株)
●カクイチ畠森水産(株)
●広瀬水産(株)
●(株)丸ホ堀切商店
●(株)マルキチ
●北見食品工業(株)
●同和食品(株)
●(株)カネコメ田中水産
●マルゼン食品(株)
●(株)北海永徳
●(株)マ印神内商店
●(株)丸イ佐藤海産

◎ ホタテ貝
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農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略に基づく輸出重点品目の輸出産地リスト
※牛肉・豚肉・鶏肉・鶏卵・牛乳乳製品における輸出産地のエリア・所在地については、産地の核となる食肉処理施設、

食鳥処理施設、鶏卵処理施設、乳業者の所在地を記載しています。 令和４年５月２０日時点

品目 品目の詳細

輸出産地
実施主体

（輸出事業計画の策定者）

輸出産地名
産地のエリア・所在地

事業者名
所在地

都道府県 市町村 都道府県 市町村

牛肉 -
(株)北海道畜産公社

を中心とした産地
北海道 全域

ホクレン食肉輸出コンソー
シアム

北海道 札幌市

豚肉 -
（株）日高食肉センター

を中心とした産地
北海道 新冠町

北海道産豚肉輸出拡大コ
ンソーシアム

北海道 新冠町

鶏肉 -
日本ホワイトファーム
（株）を中心とした産地

北海道 厚真町
日本ホワイトファーム（株）

札幌コンソーシアム
北海道 厚真町

牛乳乳製品

LL牛乳等

北海道 北海道

旭川市

よつ葉乳業株式会社 北海道
札幌市
（本社）

チーズ 音更町

LL牛乳等 旭川市

雪印メグミルク 株式会社 東京都
新宿区
（本社）

チーズ
中標津町
大樹町等

LL牛乳等 日高町 北海道日高乳業株式会社 北海道 日高町

LL牛乳等 江別市 株式会社北海道酪農公社 北海道 江別市

チルド牛乳

函館市 北海道乳業株式会社 北海道 函館市

チーズ

LL牛乳等 旭川市
ホクレン農業協同組合連

合会
北海道 札幌市

その他の野菜 たまねぎ 北海道 北海道

・十勝管内
（音更町、
鹿追町）

・上川管内
（富良野市、
上富良野町、
中富良野町、
南富良野町、

占冠村）
・オホーツク管内

（北見市、
訓子府町、
置戸町、

北見市常呂町、
湧別町、
美幌町、
津別町、
大空町）

音更町農業協同組合

北海道

音更町

ふら の農業協同組合 富良野市

きたみらい農業協同組合 北見市

常呂町農業協同組合
北見市常

呂町

えんゆう農業協同組合 湧別町

美幌地方広域農業協同
組合連合会

美幌町

品目 品目の詳細

輸出産地
実施主体

（輸出事業計画の策定者）

輸出産地名
産地のエリア・所在地

事業者名
所在地

都道府県 市町村 都道府県 市町村

その他の野菜

ながいも

北海道 北海道

十勝管内
（帯広市、
音更町、
士幌町、

上士幌町、
鹿追町、
本別町、
幕別町）

帯広大正農業協同組合

北海道

帯広市

帯広市川西農業協同組合 帯広市

音更町農業協同組合 音更町

にんじん 音更町 音更町農業協同組合 音更町

にんにく
（加工品含む）

清水町 十勝清水町農業協同組合 清水町

北見市常呂町 常呂町農業協同組合
北見市
常呂町

かぼちゃ
厚沢部町、
江差町、
乙部町

新ブランド農産物生産組合

あっさぶ農匠
厚沢部町

コメ・パック ご飯
・米粉及び
米粉製品

コメ・パック ご飯

北海道

北海道

全域 ホクレン農業協同組合連合会

北海道

札幌市

東川町 東川町
東川町農業協同組合 東川町

芦別市 芦別市 （株）芦別RICE 芦別市

新篠津村 新篠津村 新篠津農業協同組合 新篠津村

コメ

小樽市
美唄市

倶知安町
せたな町

小樽市
美唄市

倶知安町
せたな町

北海道産米輸出促進協議会 小樽市

北海道 全域
（株）松原米穀契約生産者組合

（仮称）
札幌市
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品目 品目の詳細

輸出産地
実施主体

（輸出事業計画の策定者）

輸出産地名
産地のエリア・所在地

事業者名
所在地

都道府県 市町村 都道府県 市町村

ホタテ貝 ホタテ貝 北海道 北海道 道内全域

北海道漁業協同組合連合会

北海道

札幌市

カネヨ木村水産(株)
(株)カネキチ澤田水産
(有)カネヤマ松浦水産

(有)丸二永光水産
巽冷凍食品(株)
稚内東部(株)

カクイチ畠森水産(株)
広瀬水産(株)
(株)寺本商店

(株)丸ホ堀切商店
(株)マルキチ

北見食品工業(株)
同和食品(株)

(株)カネコメ田中水産
マルゼン食品(株)

(株)北海永徳
(株)マ印神内商店
(株)丸イ佐藤海産

森町
枝幸町
猿払村
稚内市
雄武町
紋別市
湧別町

佐呂間町
網走市

苫小牧市
標津町
別海町

味噌 北海道味噌 北海道 北海道 道内全域

全国味噌工業協同組合連合会
北海道組合

北海道

札幌市

福山醸造株式会社 札幌市

岩田醸造株式会社 札幌市

渋谷醸造株式会社 本別町

倉繁醸造株式会社 網走市

服部醸造株式会社 八雲町

太田醸造有限会社 訓子府町

北海道味噌株式会社 旭川市

醤油 北海道醤油 北海道 道内全域

北海道味噌醤油工業協同組合

北海道

札幌市

福山醸造株式会社 札幌市

北海道醤油株式会社 札幌市

渋谷醸造株式会社 中川郡

品目 品目の詳細

輸出産地
実施主体

（輸出事業計画の策定者）

輸出産地名
産地のエリア・所在地

事業者名
所在地

都道府県 市町村 都道府県 市町村

清酒 清酒

日本清酒株式会社

北海道

札幌市 － － －

男山株式会社 旭川市 － － －

高砂酒造株式会社 旭川市 － － －

福司酒造株式会社 釧路市 － － －

小林酒造株式会社 栗山町 － － －

金滴酒造株式会社 新十津川町 － － －

三千櫻酒造株式会社 東川町 － － －

国稀酒造株式会社 増毛町 － － －

ウィスキー ウィスキー 札幌酒精工業株式会社 北海道 札幌市 － － －

錦鯉 錦鯉 新潟・東北・北海道

北海道、青
森県、秋田

県、山形県、
福島県及び

新潟県

-
全日本錦鯉
振興会新潟

地区
新潟県 小千谷市
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農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律等の一部を改正する法律
（令和４年法律第49号）の概要

１ 品目団体の法制化
・ オールジャパンで輸出先国・地域のニーズ調査やブランディング等に取り組み、市場の開拓等を行う法

人を、申請に基づき認定する仕組みを創設

２ 輸出事業計画の支援策の拡充
・ 輸出事業計画の記載事項として、輸出事業に必要な施設の整備に関する事項を追加
・ 輸出事業計画の認定を受けた者に対する日本政策金融公庫の業務の特例として、輸出事業に必

要な資金の貸付けを措置（資金使途の追加、償還期限の延長）
※ 輸出事業計画に基づき行う施設等の整備に対する税制上（所得税・法人税）の特例を新設

３ 民間検査機関による輸出証明書の発行
・ 国の登録を受けた民間検査機関が輸出証明書の発行を行える仕組みを創設

・ JAS法を改正し、JAS規格の対象に有機酒類を追加
・ その他輸出促進に必要な事項を措置

４ 有機JAS制度の改善（JAS法改正）

５ 施行日
・ 令和４年10月１日
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農林水産物・食品輸出プロジェクト（GFP)の取組

○GFP（ジー・エフ・ピー）は、 Global Farmers / Fishermen / Foresters / Food Manufacturers
Projectの略称。農林水産省が推進する日本の農林水産物・食品の輸出プロジェクト。

○平成30年8月31日に農林水産物・食品の輸出を意欲的に取り組もうとする生産者・事業者等の
サポートと連携を図る「GFPコミュニティサイト」を立ち上げ。

○当該サイトに登録した者を対象に、農林水産省がジェトロ、輸出の専門家とともに産地に直接出向
いて輸出の可能性を無料で診断する「輸出診断」を平成30年10月から開始。

GFPの登録状況（12月末時点）
GFP登録者数

輸出診断申込状況

○農林漁業者・食品事業者へのサービス
・専門家による無料の輸出診断
・GFPコミュニティサイトで事業者同士が直接マッチング
・輸出商社の「商品リクエスト情報」の提供
・輸出希望商品の輸出商社への紹介
・輸出のための産地づくりの計画策定の支援
・メンバー同士の交流イベントの参加
・規制情報等の輸出に関連する情報の提供

○輸出商社・バイヤー・物流企業へのサービス
・GFPコミュニティサイトで事業者同士が直接マッチング
・生産者・製造業者が作成する「商品シート」の提供
・「商品リクエスト」の全国の生産者・製造業者への発信
・メンバー同士の交流イベントの参加
・規制情報等の輸出に関連する情報の提供

GFP登録者へのサービス提供

区分 登録者数
農林水産物食品事業者 3,947
流通事業者、物流事業者 3,158
合計 7,105

区分
輸出診断申込数 1,550

うち訪問診断希望者 1,157
訪問診断完了数 616
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GFPメンバー間のマッチング・コラボレーション創出・きめ細かなフォローアップ/伴
走支援に重きを置くことで、JETRO等既存の支援サービスとの差別化を重視。

GFPの取組全体像

GFPコミュニティ

輸出診断・
フォローアップ

プレーヤー間の
ネットワーキング

輸出プレーヤー・
輸出商品の
“見える化”

共同プロジェクト
の企画・実行
(輸出産地形成)

商談への橋渡し
(ビジネスマッチング)

農林漁業者 生産者団体・グループ 食品メーカー 輸出商社・物流企業等

GFP宣言・サイト登録

ワンストップでの支援

経産省 国税庁外務省 自治体

オールジャパンでの支援

連携農林水産省 JETROアクセンチュア
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輸出は”一歩目”のハードルが高いため、マッチングを通じた適切なビジネスパート
ナーの紹介・テスト輸出を通じた手続・ニーズ把握までを一気通貫で支援。

GFPを通じた輸出支援メニュー

• ※件数は立上~現在（2022年4月4日）までの累計

訪問診断・
輸出産地ヒアリング

輸出取組・課題把握・
支援メニューの紹介

フォローアップ
(ビジネスパートナーマッチング) マッチング(商談)

課題に応じたビジネス
パートナー(輸出専門

家)のマッチング
商社/海外バイヤーとの

商談・成約

実践的な学び・
メンバー間の切磋琢磨

GFP輸出塾・商社塾

テスト輸出・物流実証

テスト輸出を通じた
手続・物流確認・
現地ニーズ把握

国内外の商談で活用
可能なカタログ作成

デジタルカタログ

学
び
の
実
践

PDCA
サイクル

先進輸出事例の共有・
コラボレーション創出・

課題解消に向けた議論

GFP超会議・
セミナー/部会開催

先進輸出事例・
GFP活用事例の共有

優良事例集・動画公開

輸出の”一歩目”
までを伴走支援・

Quick Winによる
モチベーション向上

海外現地からの
情報発信・海外

バイヤーとのマッチング

海外マーケットセミナー

• 商品開発
• 物流ルート
• プロモーション

704件

29回

30件

57件

9回

107
件

1,200件以上

3回
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都道府県別では、北海道(334件)・東京(250件)・鹿児島(185件)が登録者
が多く、GFPネットワークの拡大・輸出産地形成が活性化している。

各地域のGFP登録数（生産者・加工食品メーカー）（1月17日時点）

• ※農政局の所管に準じて集計(2022年5月16日時点実績)

沖縄(53件)

K

北陸(214件)

・ 新潟(89件)
・ 富山(49件)
・ 石川(47件)
・ 福井(29件)

東北(428件)

・ 青森(81件)
・ 岩手(57件)
・ 宮城(99件)

・ 秋田(43件)
・ 山形(97件)
・ 福島(51件)

関東(970件)

・ 茨城(94件)
・ 栃木(57件)
・ 群馬(49件)
・ 埼玉(62件)
・東京(250件)

・ 神奈川(70件)
・ 千葉(85件)
・ 山梨(36件)
・ 長野(116件)
・ 静岡(151件)

近畿(541件)

・ 滋賀(37件)
・ 京都(127件)
・ 大阪(132件)

・ 兵庫(141件)
・ 奈良(50件)
・ 和歌山(54件)

中国四国(425件)

・ 鳥取(31件)
・ 島根(30件)
・ 岡山(50件)
・ 広島(66件)
・ 山口(42件)

・ 徳島(38件)
・ 愛媛(63件)
・ 香川(60件)
・ 高知(45件)

九州(734件)

・ 福岡(150件)
・ 佐賀(35件)
・ 長崎(58件)
・ 熊本(134件)
・ 大分(34件)
・ 宮崎(138件)
・鹿児島(185件)

東海(279件)

・ 岐阜(60件)
・ 愛知(131件)
・ 三重(88件)

北海道(334件)海外(4件)
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道内のGFP登録者数（1月17日時点）

品目 登録者数
水産物 77
青果物 51

その他加工品 51
コメ・コメ加工品 41

畜産 28
菓子 24

調味料 14
酒類 14

製麺品 ６
林産品 ６

茶・飲料
花き・その他 22

合計 334

業種 登録者数
官公庁 29

コンサルタント 21
商社 33

卸売・小売 31
業界団体 13

物流 10
金融機関 ５

広告・メディア ８
ECサイト １
その他 27
合計 178

農林水産・食品関連事業者 農林水産・食品事業者以外

• 農林水産・食品事業者以外のGFP登録者数全国3位

 1位は東京(1030)、2位は大阪(215)
• 農林水産・食品関連事業者のGFP登録者数全国1位
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GFP北海道の取組



＜事業の全体像＞

（1）輸出促進に向けた環境整備
・ 畜産物モニタリング検査、インポートトレランス
申請、コメ・コメ加工品の輸出に必要な規制
対応、海外模倣品対策等を支援

・ 加工食品の国際標準化対応や我が国の規
格認証の普及等、輸出先国ニーズの対応に
向け、食品産業の課題解決の取組を支援

（2）輸出先国の規制や需要に対応した加工施設等の整備
・ 加工食品等の輸出拡大に必要な製造・加工、流通等の施設の
新設及び改修、機器の整備を支援

・ 農産物等の輸出拡大に必要な集出荷貯蔵施設、コールドチェー
ン対応型の卸売市場等の整備を支援

・ 畜産物の輸出拡大を目的とした食肉処理施設の再編等を支援
・ 大規模な水産物流通・生産の拠点での共同利用施設・養殖場
等の一体的整備、魚礁や藻場等の漁場整備を支援

（3）日本の強みを守るための知的財産対策の強化
・ 海外における品種登録出願や模倣品対策を支援
・ 品種登録審査に必要な栽培試験施設の整備を支
援

（4）その他
・ 木材製品等の国際競争力強化に向け、輸出先国
のニーズに対応するための性能検証、販売促進活動
やプロモーション活動、きのこの知的財産保護等を支
援

2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施

【令和４年度補正予算額 42,609百万円】

＜対策のポイント＞
５兆円目標の実現に向け、官民一体となった海外での販売力の強化、マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産事業者の後押し、省庁の垣
根を超えた政府一体となった輸出の障害の克服等を支援します。

＜政策目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

（1）オールジャパンでのマーケットイン輸出の取組強化
・ 認定品目団体等が輸出重点品目についてオールジャパンで行う、輸出課題の解決や販
路拡大等、早急な業界全体の輸出力強化に向けて行う取組を支援

・ ＪＥＴＲＯによる輸出事業者サポート、ＪＦＯＯＤＯによる重点的・戦略的プロモー
ション、民間事業者等による海外販路開拓・拡大の取組等を支援

・ コメ・コメ加工品の海外需要開拓・プロモーションを支援
・ インバウンド消費と輸出の相乗効果を更に高めていくために必要な、日本食・食文化の情
報発信や、魅力ある地域の食体験コンテンツの造成等を支援

（2）海外での輸出支援体制の確立
・ 主要な輸出先国・地域において、輸出支援プラットフォームが輸出事業者を専門的かつ
継続的に支援する体制を整備

・ 有望な海外市場への物流・商流づくりなどの戦略的サプライチェーンの構築を支援

１ 品目別輸出目標の達成に向けた官民一体となった海外での販売力の強化
【88億円】

２ マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産事業者の後押し
【94億円】

等

３ 省庁の垣根を超えた政府一体となった輸出の障害の克服等 【244億円】

（1）輸出産地・事業者の育成・展開
・ 都道府県やＪＡが先導する輸出向け生産の拡大に向けた大ロット輸出
産地の形成や、ＧＦＰ（農林水産物・食品輸出プロジェクト）を活用した
スタートアップの取組等を支援

・ 輸出に取り組む事業者等へのリスクマネーの供給を支援
（2）一貫したコールドチェーンによる輸出物流の構築

・ 輸出物流ネットワーク構築に向けた環境調査、輸出物流構築に向けたモ
デル実証、設備・機器導入等を支援

（3）畜産物輸出コンソーシアムの推進
・ 畜産農家、食肉処理施設、輸出事業者等で組織するコンソーシアム（事
業共同体）が取り組む、商流の構築や輸出先国の求めに応えるための取
組、対米認定食肉処理施設における血斑発生低減に向けた設備の改良や
導入等を支援 等
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2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施

＜対策のポイント＞
５兆円目標の実現に向けて、官民一体となった海外での販売力の強化、マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産事業者の後押し、省庁の
垣根を超えた政府一体となった輸出の障害の克服等の取組を支援します。

＜政策目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の全体像＞

【令和５年度予算概算決定額 10,871（10,787）百万円】
(令和４年度補正予算額 42,609百万円)

５
兆
円
目
標
に
向
け
た
更
な
る
輸
出
拡
大
を
目
指
す

２ マーケットインの発想で輸出にチャレンジする農林水産事業者の後押し１ 品目別輸出目標の達成に向けた官民一体となった海外での販売力の強化

（１）マーケットインによる海外での販売力の強化
・ マーケットイン輸出の実現に向けて品目団体、JETRO及びJFOODOが連携して
行う販路開拓、市場調査や商流構築などの輸出力強化に向けた取組を支援

・ 海外料理人の育成や日本産食材サポーター店の拡大、日本食・食文化に関す
る食体験コンテンツの磨き上げ等を支援

・ 食産業の海外展開を促進するため、官民協議会を通じて海外展開を支援
（２）海外での輸出支援体制の確立
・ 主要な輸出先国・地域において、JETRO海外事務所等を活用し、在外公館等
と連携して輸出支援プラットフォームを設置・運営し、輸出事業者を専門的かつ継
続的に支援

等

（１）輸出産地・事業者の育成・展開・安定供給体制の強化
・ 輸出産地サポーター等を活用した輸出産地の育成、都道府県と連携し、
輸出産地による輸出事業計画の策定や実行の取組を支援

・ GFPを活用した、産地・事業者への輸出診断や商流構築など輸出熟度
や規模に応じた伴走支援、輸出支援プラットフォーム等と連携したセミナー
などの取組を支援

・ 輸出リスクに対応し、融資を円滑化するため、信用保証に係る保証料を
支援

（２）地域産業の強みを活かした加工食品の輸出の取組支援
・ 地域の食品産業を中心とした多様な関係者が参画した地域食品産業
連携プロジェクト（LFP）を構築して行う、社会課題解決と経済性が両立
する新たなビジネスを継続的に創出する取組を支援 等

（１）規制の緩和・撤廃に向けた協議の加速化
・ 政府間交渉に必要となる情報・科学的データの収集・分析、輸出先国が求
める植物検疫上の要求事項を満たすための体制構築等を実施

（２）輸出手続の円滑化、利便性の向上
・ 研修等による実務担当者の能力向上、人員の増強や検査機器の導入、輸
出証明書の発行場所数の増加に向けた体制整備等を支援

（３）生産段階での食品安全規制への対応強化
・ 輸出施設のHACCP等認定、畜水産物モニタリング検査、インポートトレラン
ス申請、国際的認証取得、施設登録規制への対応等を支援

（４）輸出向け施設の整備
・ 食品産業の輸出向けHACCP等対応施設や農畜産物の輸出拡大に必要
な処理加工施設等の整備を支援

・ コンソーシアム（畜産農家・食肉処理施設・食肉流通事業者の３者で組
織する事業共同体）が取り組む、食肉の流通構造の高度化等に必要な施
設の整備等を支援

（５）知的財産の実効的な管理・保護と海外流出の防止
・ 育成者権者に代わって行う海外への品種登録、侵害の監視や訴訟対応、
海外ライセンス等の育成者権管理機関の取組、国内外におけるGIの侵害対
応を支援 等

３ 省庁の垣根を超えた政府一体となった輸出の障害の克服等
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【令和５年度予算概算決定額 925（954）百万円】
(令和４年度補正予算額 1,695百万円)

＜対策のポイント＞
GFP（農林水産物・食品輸出プロジェクト）を通じて産地育成、安定供給体制の強化を図るため、輸出産地による輸出事業計画の策定・実行支援、輸出
診断や商流構築の実施、加工食品の輸出強化、輸出関連信用保証支援、輸出支援プラットフォーム等との連携、品目等の課題に応じた取組等を行います。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

＜事業の内容＞ ＜事業イ メー ジ＞
１．GFPグローバル産地づくり強化対策

① 輸出事業計画策定等の支援
都道府県と連携し、輸出産地形成を具体的に進めるための計画策定・実行、

生産・加工体制の構築、事業効果の検証など、輸出産地形成を本格的に進める
取組を支援します。

② GFPの取組強化
ア 輸出産地等の裾野を広げ海外市場に繋げるため、産地・事業者への輸出診
断や商流構築など熟度や規模に応じた伴走支援等を実施するとともに、輸出
支援プラットフォーム等と連携したセミナーなどを実施します。

イ 輸出先国の植物検疫等の規制に係る産地の課題解決を支援します。
③ 加工食品の輸出強化への支援

重点品目の他、包材規制・賞味期限延長への対応、代替添加物への切替え
促進、地方農政局等を活用した事業者掘り起こし等による輸出拡大を強化しま
す。

④ 輸出ビジネス強化等支援
輸出事業者の更なる販路拡大に向け、ECサイトの活用方法の検討やECを活

用した農林水産物・食品の輸出の実態を調査します。
⑤ 輸出関連信用保証支援

輸出リスクに対応し融資を円滑化するため信用保証に係る保証料を支援します。
２．品目等の課題に応じた取組支援
＜事業の流れ＞

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出支援課（03-6744-2398）

国
農
業
者
・

民
間
団
体
等

（２①②の事業）

（１⑤の事業）

（１①の事業）
（１②③④、

２③の事業）

定額
都道府県

定額

委託

定額、1/2以内

（公財）食品等流通合理化促進機構
定額 定額

関連事業の活用例：輸出向け機械・施設の整備、HACCP対応の施設改修・導入、
輸出に必要な認証取得支援 等

１
．
輸
出
事
業
計
画
策
定
等
の
支
援

① 日本発の水産エコラベルの普及推進
国際水準の水産エコラベルの普及に向けた取組を支援します。

② 規格・認証を活用した加工食品の輸出環境整備
国際規格であるJFS規格を活用した輸出を支援します。

③ JAS等の国際標準化による輸出環境整備
ISOや諸外国の国際標準化の状況等の調査、JAS等をベースとした
国際規格の制定、専門人材の育成等を支援します。

２
．
品
目
等
の
課
題
に

応
じ
た
取
組
支
援

輸
出
事
業
計
画
の

策
定
・
認
定

2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち
グローバル産地づくり推進事業
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輸 出 事 業 計 画 の 認 定 を 受 け た 者 に 対 す る 関 連 事 業 の 優 遇 措 置 等
（令和５年度予算概算決定時点）

１ マーケットイン輸出ビジネス拡大支援事業のうち
戦略的輸出拡大サポート事業（要件緩和）
新市場の獲得も含め、輸出拡大が期待される具体的かつ横断的な分野・テーマについて、民間事業
者等による海外販路の開拓・拡大の取組を支援。

２ 木材製品輸出拡大実行戦略推進事業（優先採択）
製材・合板等の付加価値の高い木材製品の輸出拡大を図るため、中国・韓国・米国・台湾等におけ
る木造技術講習会の開催を支援するほか、企業の連携によるモデル的な輸出の取組を支援。

３ みどりの食料システム戦略実現技術開発・実証事業のうち
農林水産研究の推進（優先採択）
ブリの輸出拡大の実現に向けて、魚類血合筋の褐変を防止する革新的冷凍技術の開発を支援。

４ グローバル産地づくり推進事業のうち
規格・認証を活用した加工食品の輸出環境整備事業（優先採択）
日本発の規格・認証を活用した輸出のための環境整備を支援。

６ 輸出環境整備推進事業のうち
①施設認定等検査支援事業（優先採択）
②畜水産モニタリング検査支援事業（優先採択）
③国際的認証資格取得等支援事業（優先採択）

７ 植物品種等海外流出防止総合対策・推進事業（優先採択）
我が国優良品種の海外への流出･無断増殖を防止するため、品種登録（育成者権の取
得）や侵害対策に係る経費等を支援。

８ 農業知的財産保護・活用支援事業（優先的に調査）
国内で開発された品種の海外での登録状況を一元的に把握し、海外における市場規模や侵害リスク
を調査・情報発信する。

９ 育成者権管理機関支援事業（優先的に支援）
植物新品種の海外での無断栽培を防止するため、育成者権者に代わって行う海外への品種登録、
侵害の監視や訴訟対応、海外ライセンス等の育成者兼管理機関の取組を支援。

10 地理的表示保護・活用総合推進事業（優先的に支援）
海外での農林水産物・食品等のブランド保護のため、当該産品の名称の商標出願やGI申請・登録
費用を支援。模倣品が確認された場合には、侵害対策を支援。

11 新事業創出・食品産業課題解決調査・実証等事業のうち
フードテックビジネス実証事業（優先採択）
フードテック等を活用した新たな商品・サービスを生み出す、ビジネスモデルを実証する取組を支援。

12 持続的生産強化対策事業のうち
①果樹農業生産力増強総合対策（優先採択）
②茶・薬用作物等地域特産作物体制強化促進（優先採択）

13 農家負担金軽減支援対策事業（対象地区の拡大）
担い手への農地集積が図られる地区等において、土地改良事業等の農家負担金の無利子貸付等
を行う。

14 中山間地農業ルネッサンス推進事業（優先採択）
地域の所得向上に向けた計画を深化させる取組等の支援のほか、収益力向上、販売力強化、生活
支援等に関する具体的な取組、デジタル技術の導入・定着を推進する取組を支援。

15 オープンイノベーション研究・実用化推進事業
国の重要政策の推進や現場課題の解決に資するイノベーションを創出し、社会実装を加速するため、
産学官が連携して取り組む基礎研究や実用化研究を支援。

ソフト事業

※優先採択とは、審査に当たってのポイントの加算等

１ 強い農業づくり総合支援交付金(産地基幹施設等支援タイプ)（優先採択）
産地農業において中心的な役割を果たしている農業法人や農業者団体等による集出荷貯蔵施設
や冷凍野菜の加工・貯蔵施設等の産地の基幹施設の整備等を支援。

２ 農業農村整備事業等（優先採択）
農業の競争力強化のための農地の大区画化や汎用化・畑地化、新たな農業水利システムの構築、
国土強靱化のための農業水利施設の長寿命化・耐震化対策、ため池の改修・統廃合等を推進。

３ 農業競争力強化基盤整備事業（補助率の嵩上げ）
農地の大区画化や汎用化、農業水利施設の長寿命化やパイプライン化・ICT化等の整備に関する
計画策定を支援。

４ 林業・木材産業循環成長対策（優先採択）
川上と連携して木材の安定的・持続可能な供給体制の構築等に取り組む木材加工流通施設及び
特用林産振興施設の整備を支援。

ハード事業
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令和４年度 GFPグローバル産地づくり推進事業 採択産地

1 新ブランド農産物生産組合　あっさぶ農匠 かぼちゃ

2 新篠津村農業協同組合 コメ

3 新篠津村農業協同組合 たまねぎ

4 栗山町日本酒輸出拡大連携協議会 日本酒・酒米加工品

5 十勝清水町農業協同組合 大豆・小豆加工品

6 中札内村農業協同組合 枝豆加工品

7 北海道産畜肉輸出産地形成コンソーシアム 牛肉・豚肉

北海道ブロック（７産地）

北海道

8 いわて農林水産物国際流通促進協議会 りんご

9 いわて農林水産物国際流通促進協議会 牛肉

10 いわて農林水産物国際流通促進協議会 コメ

11 南気仙沼水産加工事業協同組合 サメ肉

12 (株)ヤマナカ 牡蠣

13 石巻食品輸出振興協議会 水産加工品・鮮魚

14 秋田県 大潟村農産物・加工品輸出促進協議会 コメ・コメ加工品

15 朝日町果樹組合連絡会議 りんご

16 （株）マンカウィル東北 りんご・もも

東北ブロック（９産地）

岩手県

山形県

宮城県

47 飛騨ミート農業協同組合連合会 牛肉

48 岐阜県農林水産物輸出促進協議会 かき、いちご

49 三重県 伊勢茶輸出プロジェクト 茶

東海ブロック（３産地）

岐阜県

50 京都府農林水産物・加工品輸出促進協議会宇治茶部会 茶

51 「京の米で京の酒を」推進会議～京都酒米振興プロジェクト～ 日本酒

52 和歌山県 紀北川上農業協同組合 かき

近畿ブロック（３産地）

京都府

68 九州農産物通商(株) かき・かき加工品

69 九州農産物通商(株) かんきつ

70 佐賀県 うれしの茶グローバル産地協議会 茶

71 (株)アグリ・コーポレーション かんしょ・かんしょ加工品

72 対馬水産(株) 穴子・穴子加工品

73 （株）杉本本店 牛肉

74 (株)イチゴラス いちご

75 大分県漁業協同組合 ぶり

76 大分県農業協同組合 ぶどう

77 大分県農業協同組合 かんきつ

78 日田木材協同組合 製材

79 （株）アクアファーム ぶり

80 （株）ネイバーフッド かんきつ

81 黒瀬水産（株） ぶり

82 （株）かぐらの里 かんきつ

83 ジャパンキャビア（株） キャビア

84 （株）高千穂ムラたび 甘酒・米菓子

85 南九州輸出茶コンソーシアム 茶

86 （株）ＭＯＭＩＫＩ ソース混合調味料

87 （株）杉本商店 乾しいたけ

88 鹿児島堀口製茶（有） 茶

89 （有）かごしま有機生産組合 かんしょ ・ かんしょ加工品 

90 東町漁業協同組合 ぶり

91 （有）大崎農園 だいこん

92 鹿児島県経済農業協同組合連合会 かんしょ ・ かんしょ加工品 

93 鹿児島県漁業協同組合連合会 ぶり

94 （株）指宿やさいの王国 かんしょ・キャベツ・レタス

95 大吉農園 キャベツ・かぼちゃ

96 枕崎水産加工業協同組合 かつお

97 沖縄県 琉球飼料・瀬底養鶏場・エングループ輸出拡大コンソーシアム 鶏卵

鹿児島県

熊本県

宮崎県

大分県

九州・沖縄ブロック（30産地）

福岡県

長崎県

29 にいがた有機農業輸出促進協議会 コメ

30 新・新潟米ネットワーク(同) コメ

31 (株)想樹 梨

32 新潟県酒造組合 日本酒

33 新発田市米輸出促進協議会 コメ

34 （株）くにみ農産 コメ・かき・かき加工品・そら豆加工品

35 (有)エコ・ライス新潟 コメ

36 越後製菓(株) コメ加工品・パックご飯

37 (同)新潟小規模蒸溜所 ウイスキー

38 弥彦村 枝豆加工品

39 (有)グリーンパワーなのはな コメ・コメ加工品

40 (農)富山干柿出荷組合連合会 干柿

41 石川県 (有)わくわく手づくりファーム川北 クラフトビール

42 (株)エコファームみかた 梅酒

43 （株）ペントフォーク コメ・コメ加工品

44 福井県農業協同組合 コメ

45 (株)マイセンファインフード 大豆加工品

46 (合)白龍シンフォニー 日本酒

北陸ブロック（18産地）

新潟県

富山県

福井県

17 茨城県 なめがたしおさい農業協同組合 かんしょ

18 埼玉県 狭山茶輸出促進協議会 茶

19 山梨県 アグベル（株） ぶどう

20 (株)小池えのき エノキタケ加工品

21 (株)フルプロ りんご

22 (株)秀果園 りんご・ぶどう・ぶどう加工品

23 (有)小柳農園 コメ・コメ加工品

24 (株)MARUMAGO 茶

25 MATCHA KAORI JAPAN （株） 茶

26 静岡市茶業振興協議会 茶

27 (株)流通サービス 茶

28 (株)かけがわ有機の郷 茶

長野県

関東ブロック（12産地）

静岡県

53 岡山県 全農岡山県本部 もも・ぶどう

54 山口県 やまぐちの農林水産物需要拡大協議会 日本酒

55 (株)阪東食品 かんきつ・かんきつ加工品・茶

56 西地食品(有) かんきつ・しょうが加工品

57 徳島魚市場(株) ぶり・鮮魚・水産加工品

58 香川県漁業協同組合連合会 ぶり

59 石丸製麺(株) 麺類

60 大平やさい(株) レタス

61 ヤマロク醤油(株) 醤油

62 香川県 冷凍麺

63 愛南漁業協同組合 まだい

64 愛媛県 すま

65 愛媛県漁業協同組合 ぶり・まだい

66 えひめ愛フード推進機構 かんきつ

67 高知県 高知米国市場開拓協議会 製材

香川県

徳島県

愛媛県

中国四国ブロック（15産地）
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＜対策のポイント＞
食品製造事業者等が行う輸出先国等の規制・条件（食品衛生、ハラール・コーシャ等）に対応した施設の新設及び改修、機器の整備を支援します。

＜事業目標＞
農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円［2025年まで］、５兆円［2030年まで］）

2030年輸出５兆円目標の実現に向けた「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」の実施のうち
食品産業の輸出向けHACCP等対応施設の整備 【令和５年度予算概算決定額 152（600）百万円】

(令和４年度補正予算額 6,000百万円)

＜事業の内容＞ ＜事業イ メー ジ＞

１．加工食品等の輸出拡大に向け、輸出先国等の求める基準・条件等の規制に
対応するため、製造・加工、流通等の施設の新設（掛かり増し経費）及び改修、
機器の整備に係る経費を支援します。
① 輸出先国等の政府機関が定める、HACCP等の要件に適合する施設の認定
取得に必要な施設・設備

② ISO、FSSC、JFS-Ｃ、有機JAS等の認証取得に必要な施設・設備
③ 検疫や添加物等の規制に対応した製品の製造に必要な施設・設備

２．施設整備と一体的に行い、その効果を高めるために必要なコンサルティング
費用等の経費（効果促進事業）を支援します。

このほか、強い農業づくり総合支援交付金に輸出優先枠を設けるとともに、食肉流
通再編合理化施設整備事業を含め農畜産物の輸出力強化に必要な処理加工施
設等の整備を支援します。

［お問い合わせ先］輸出・国際局輸出支援課（03-6744-7184）

国 都道府県
食品製造事業者
食品流通事業者

中間加工事業者等
（地方公共団体、都道府県知
事が適当と認める者を含む）

交付（定額） 1/2以内

＜事業の流れ＞

厳密な温度管理に対応する急速
冷凍庫等の導入

空気を経由した汚染を防止する
設備（パーティション）の導入

排水溝

施設の衛生管理の強化に対応す
る排水溝、床、壁等の改修

製造ラインにおいて添加物混入を
回避する輸出専用ミキサーの導入
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農林水産物・食品輸出基盤強化資金（日本政策金融公庫法の特例）

１ 貸付対象者 認定輸出事業者（農林水産事業者、食品等製造事業者、食品等流通事業者等）
２ 貸付限度額 貸付けを受ける者の負担する額の80％に相当する額（民間金融機関との協調融資を想定）
３ 資金使途 改正輸出促進法に基づく認定輸出事業計画に従って実施する事業であって次に掲げるもの
① 農林水産物・食品の輸出事業に必要な製造施設、流通施設、設備の整備・改修費用

例：EU向け水産物の輸出に必要なHACCP等に対応した加工施設の整備費用、ハラールに対応した食肉処理施設の整備費用、
添加物等のコンタミネーションを防止するための製造ラインの増設費用

② 長期運転資金
例：商品の試作品の製造費用、市場調査やニーズ調査に係る費用、サンプル輸出や商談会への参加に係る費用、

プロモーション活動費、製造ライン本格稼働までに必要な増加経費（原材料費、人件費など）
③ 海外子会社等への出資・転貸に必要な資金

（転貸に必要な資金の使途は①・②。）
４ 償還期限

25年以内（うち据置期間３年以内）
（中小企業者は、10年超25年以内）

○ 輸出にチャレンジする事業者を資金面から強力に後押しするため、制度資金を創設。
○ ポイントは、
① 輸出促進を目的に、多用途にわたって有利に融資を受けられる独立の資金。
② 非食品の品目もカバーし、長期運転資金や海外子会社への転貸も可能にするなど多様なニーズに対応。
③ 償還期限は25年以内のため大規模投資に対応。

資金の概要

事業者 輸出先国・地域

輸出向け施設の整備、
試作品の製造、増加経費
（原材料費、人件費）等

海外子会社の
現地活動

市場調査、サンプル輸出等

長期運転資金（転貸）
民間金融機関

保証機関
(県信用保証協会等)

公庫

信用保証

保証料立替払

融資

保証料支払

融資※

※民間金融機関から保証付き借入れをする場合、農林水産省の令和４年度予算事業により、支払った保証料のうち、借入当初から５年間、保証料の1/2相当額の支援が受けられます。 28



農林水産物・食品輸出基盤強化資金の借入手続きについて
○ 公庫から農林水産物・食品輸出基盤強化資金を借り入れるためには、輸出事業計画を作成し、農林水産省（地

方農政局等）から認定を受ける必要があります。
○ 公庫・民間金融機関への借入れの相談と平行して、地方農政局等に対し輸出事業計画の申請に向けた相談を開

始してください。
○ 融資の決定に当たっては公庫による金融審査があります。

フロー図

① 輸出事業計画(注1)申請の相談

② 輸出事業計画の作成・申請

①’ 借入れの相談

②’ 事業計画書、決算書など
金融審査に必要な資料の提出

連携

⑤ 設備資金、長期運転資金等の借入れ
（事業者による認定輸出事業の実施）

③ 認定
④ 融資決定

※輸出事業計画については、地方農政局等のほか、
農林水産本省、日本政策金融公庫、沖縄振興開
発金融公庫においても申請に向けたお手伝いをしま
すので、お気軽にご相談ください。

（注1）輸出事業計画とは、農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律に基づく計画で、輸出に関して今後取り組む内容として、「目標」「対象となる農林水産物又は食品
及びその輸出先国」「内容及び実施期間」「実施に必要な資金の額及びその調達方法」等について記載するものです。

（注2）輸出事業計画は、最寄りの地方農政局輸出促進課（北海道は北海道農政事務所事業支援課、沖縄県は沖縄総合事務局食料産業課）に提出してください。

地方農政局等(注2)

事業者

民間金融機関連携

①’ 借入れの相談

日本政策金融公庫
（農林水産事業）

沖縄振興開発金融公庫

④ 融資決定

②’ 事業計画書、決算書など
金融審査に必要な資料の提出
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農林水産物・食品の輸出拡大に向けた税制上の措置（租税特別措置法にて別途措置）

○ 農林水産物・食品の輸出拡大に向けて、５年間の割増償却措置を講じ、設備投資後のキャッシュフローを改善
することで、事業者の輸出拡大のための活動を後押し。

特例の概要

○ ２億円の製造用設備（耐用年数10年）を
導入した場合、設備導入後５年間において、
2,000万円/年の普通償却額に加え、
600万円/年※１の割増償却が可能となり、
約139万円/年※２の法人税が軽減。

割増償却の効果

※１ 普通償却額（2,000万円）×割増償却率（30％）＝600万円
※２ 割増償却額（600万円）×法人税率（23.2％）≒139万円

○ 輸出促進法の改正を前提に、改正法の施行から
令和５年度末までの間に、認定輸出事業者が輸出
事業計画に従って機械装置、建物等を取得等した
場合、当該資産について、
① 機械装置は30％、
② 建物及びその附属設備並びに構築物は35％
の割増償却を５年間行うことができる。

① 導入した機械装置、建物等における輸出向け割合が
年度ごとに定める一定の割合以上であること

② 食品産業の輸出向けHACCP等対応施設整備事業
の対象でないこと

③ 農産物等輸出拡大施設整備事業による補助金を
受けないこと

年度 １年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目

割合 15％ 20% 25% 30% 40% 50%

特例の要件

特例の適用イメージ

割増償却額：各年600万円

普通償却額：各年2,000万円

５年間の減税分696万円を輸出
拡大の活動資金として活用できる。
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三輪素麺

地理的表示（ＧＩ：Geographical Indication）保護制度

〇 GI制度は、その地域ならではの自然的、人文的、社会的な要因・環境の中で長年育まれてきた品質、社会的評価等の特性を
有する産品の名称を、地域の知的財産として保護するもの。外国との相互保護や模倣品対策の充実により、海外においても保護。

〇 ビジネスにおいては、地域と結びついた産品の品質、製法、評判、ものがたりといった潜在的な魅力や強みを見える化し、国による
登録やGIマークと相まって、効果的・効率的なアピール、取引における説明や証明、需要者の信頼の獲得を容易にするツール。

・２つの清流を結ぶ肥沃な地味や湿度に
恵まれた小麦の栽培適地。奈良時代か
ら素麺作りが始まった。

・鎌倉時代の挽き臼の導入と、油をつける
製法により、現在のような細長い形状に。

・新しい技術を導入しながらも、伝統的な
手延べ製法を継承。

生産地

・非常に細く、しっかりとしたコシがあり、
茹で伸びが抑制された素麺。

・素麺発祥の地。毎年全国の手延べ
素麺産地の関係者が一堂に会し、
大神神社で「ト定祭」が営まれる

・毎年宮内庁に献上

特性

高い知名度を有する
「三輪素麺」という名称から
産地と産品の特性がわかる

地理的表示産品

〇 地理的表示は、生産者団体が産品について登録を受け、構成員が使用。登録内容は
明細書に記載。

〇 登録を受けた生産者団体は、構成員が行う「生産」が、明細書に適合して行われるよう、
必要な指導等を実施（生産行程管理業務）。

育
ま
れ
て
確
立

〇 登録された地理的表示が
不正使用された場合には、
行政が取締り。

奈良県全域
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ＧＩ登録の現状

１１７産品
（令和4年10月21日時

点）

【青森】
1.あおもりカシス 23.十三湖産大和しじみ
52.小川原湖産大和しじみ
75.つるたスチューベン
90.大鰐温泉もやし 105.清水森ナンバ
【岩手】
28.前沢牛 47.岩手野田村荒海ホタテ
66.岩手木炭 68.二子さといも
73.浄法寺漆 106.甲子柿
114.広田湾産イシカゲ貝
【宮城】
31.みやぎサーモン 65.岩出山凍り豆腐
104.河北せり
【秋田】
32.大館とんぶり 51.ひばり野オクラ
60.松館しぼり大根 79.いぶりがっこ
93.大竹いちじく
【山形】
26.米沢牛 30.東根さくらんぼ
62.山形セルリー 76.小笹うるい
99.山形ラ・フランス
【福島】
63.南郷トマト 113.阿久津曲がりねぎ
118.川俣シャモ

【北海道】
4.夕張メロン
21.十勝川西長いも
86.今金男しゃく
92.檜山海参
101.網走湖産しじみ貝
120.ところピンクにんにく

【沖縄】
44.琉球もろみ酢

【新潟】
29.くろさき茶豆
81.津南の雪下にんじん
109.大口れんこん
【富山】
53.入善ジャンボ西瓜
98.富山干柿
112.氷見稲積梅
【石川】
17.加賀丸いも
20.能登志賀ころ柿
【福井】
14.吉川ナス
16.山内かぶら
43.上庄さといも
45.若狭小浜小鯛ささ漬
69.越前がに

【福岡】
5.八女伝統本玉露
117.はかた地どり
【佐賀】
121.女山大根
【長崎】
61.対州そば
【熊本】
8.くまもと県産い草
9.くまもと県産い草畳表
67.くまもとあか牛
74.菊池水田ごぼう
88.田浦銀太刀
94.八代特産晩白柚
95.八代生姜
111.くまもと塩トマト
【大分】
22.くにさき七島藺表
33.大分かぼす
【宮崎】
55.宮崎牛
64.ヤマダイかんしょ
【鹿児島】
7.鹿児島の壺造り黒酢
46.桜島小みかん
57.辺塚だいだい
58.鹿児島黒牛
102.えらぶゆり
115.種子島安納いも

【岐阜】
48.奥飛騨山之村寒干し大根 50.堂上蜂屋柿
【愛知】
49.八丁味噌 116.豊橋なんぶとうがん
【三重】
25.特産松阪牛

【茨城】
6.江戸崎かぼちゃ 38.飯沼栗 59.水戸の柔甘ね
ぎ
71.奥久慈しゃも
【栃木】
35.新里ねぎ
【東京】
77.東京しゃも
【山梨】
119.あけぼの大豆
【長野】
13.市田柿 34.すんき
【静岡】
18.三島馬鈴薯 36.田子の浦しらす
103.西浦みかん寿太郎

56.近江牛
85.伊吹そば
122.近江日野産日野菜

37.万願寺甘とう

2.但馬牛
3.神戸ビーフ
78.佐用もち大豆

12.三輪素麺

39.紀州金山寺味噌
108.わかやま布引だいこん

【鳥取】
11.鳥取砂丘らっきょう
70.大山ブロッコリー
72.こおげ花御所柿
80.大栄西瓜
【島根】
87.東出雲のまる畑ほし柿
91.三瓶そば
【岡山】
24.連島ごぼう
【広島】
83.比婆牛 84.豊島タチウ
オ
89.大野あさり
97.福山のくわい
【山口】
19.下関ふく 40.美東ごぼ
う
100.徳地やまのいも
【徳島】
42.木頭ゆず
【香川】
54.香川小原紅早生みかん
82.善通寺産四角スイカ
【愛媛】
10.伊予生糸
【高知】
96.物部ゆず

※「CraftMAP」を使用

＊主な名称、主な生産地のみ記載北海道

北 陸
近 畿

東 海

東 北

関 東

中国・四国九 州

沖 縄

※この他、プロシュット ディ パルマ（イタリア）、ルックガン ライチ（ベトナム）、ビントゥアン ドラゴンフルーツ（ベトナム）も登録されている。
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地理的表示保護制度の運用の見直し（概要）①

〇 GI制度について、農林水産物・食品の輸出拡大や所得・地域の活力の向上に更に貢献できるよう、多様な産品の登録
につながるよう間口を広げるとともに、GI全体のプロモーションの在り方も波及効果の高いものに転換。

団体は、生産の方法を遵守するために必要な手順を定めて
周知し、定期に手順を検証する。実績報告は廃止。

改正前

生産行程管理業務として、団体は、各生産業者が作
成した生産記録を取りまとめて確認。 年に１回、農水
省にその実績を報告。

他産品と比較して品質的に優れていることを要件。 地域における自然的・人文的・社会的な要因・環境による
品質、製法、評判等の特性が要件。

概ね25年の生産実績が必要。 産品の特性の周知の程度や模倣品発生の可能性の程度
等を勘案し、25年の期間を短縮できる。

名称としての同一性が認められれば、分断名称もＧＩ名称
として認める。

登録名称を分断する名称（例：霞が関手延うどん）
をＧＩ名称として認めていない。

GI産品の加工品であっても、加工品がGI登録されたものと
誤認を招かない表示は使用できるようルールを明確化。GI産品の加工品へのGIマークの使用が抑制的。

改正後

加工食品など一部県外の工場で生産している場合、こ
れらの地域全体を生産地として認めてこなかった。

それぞれの地域間のつながりに合理性が認められる場合に
は、これらの地域全体が生産地となる。
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輸出 ・国際局
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日本地理的表示協議会（Japan Geographical Indication Council（JGIC））

・顧 問：森山𥙿𥙿氏（元農林水産大臣）

・会 長：村田吉弘氏（一般社団法人全日本・食学会 理事長）

・副 会 長：寺沢寿男氏（みなみ信州農業協同組合 代表理事組合長）

・会 員：GI登録団体（100団体）

・協力会員：ＧＩ登録団体の活動に協力する団体等（食品産業、料理人、商工、金融、流通、酒類GI、行政等）（99団体）

GI制度の認知度向上
GI登録団体の活動活性化

〇料理人との連携によるレストランフェア
⇒レストランでGI食材を活用

〇百貨店フェアの展開

〇GI産品ネット販売サイトの立上げ
⇒食品販売会社と連携

〇ふるさと納税サイトとの連携

〇外食・食品企業、観光業界とのコラボ
商品の開発促進や必要なマッチング、
実需者へのプロモーション活動支援

情報発信の強化 販路拡大・販売促進 新商品開発支援

全国のGI登録団体の団結を図り、GI登録団体の連携によるGI産品の販売や輸出等を促進する

ことにより、GI登録団体の活動活性化とGI制度の認知度向上を図る。

構 成

活 動

○会員の課題に応じた勉強会

交流促進

目 的
令和４年1月19日 設立

令和３年11月
@仙台藤崎百貨店

GI登録のメリットの拡大に向けて、関係業界とのコラボなど波及効果の高いプロモーション

※令和４年9月末現在
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2023年2月24日(金) 13:00~18:00













行政相談コーナーまで。
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TNC Inc. Company Guide
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© 2022 TNC Inc. 

海外にヒントあり。

海外に市場あり。
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© 2022 TNC Inc. 

■現地在住日本人女性ネットワーク

■現地企業コネクション・現地生活者コミュニティ

■現地有識者・専門家との協業 スタートアップ・
ベンチャー企業

大学・研究機関※有識者の写真はイメージです
© 2022 TNC Inc. 
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© 2022 TNC Inc. 
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現地に根ざした生活者視点 現地ネットワークを最大限に活用

翻訳なしの日本語で納品 オンラインで直接各国から参加

４つのポイント



© 2022 TNC Inc. 
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●各業界における先進国の最新動向

●ライフスタイルリサーチ

●現地市場動向リサーチ

●有識者インタビュー

●スタートアップ事例

●ビジネスシーズのキャッチ

●各国企業とのマッチング

●視察コーディネイト ほか

主な事業領域

海外の先進事例を知ることで未来を先読み。
グローバル視点をもって商品やサービスなどに掛け合わせ、
商品開発や新規事業、マーケティングに活用。



© 2022 TNC Inc. 

海外コンセプトの商品開発事例
Internal use only／データ配布・コピー・キャプチャーNG資料

© 2022 TNC Inc. 
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投影用資料
（転載不可）



© 2022 TNC Inc. 

海外PR/販路開拓事業
Internal use only／データ配布・コピー・キャプチャーNG資料

投影用資料
（転載不可）

© 2022 TNC Inc. 
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海外の先進フードトレンド・
食潮流分析レポート

その他、事業ご紹介

ＳＤＧｓビジネスを支援する
プラットフォーム

アジア14ヵ国トレンドに特化した
ビジネス支援サービス



© 2022 TNC Inc. 

Internal use only／データ配布・コピー・キャプチャーNG資料

世界各地の食トレンド発信地の最新動向を、TNC独自の海外ネットワーク「ライフスタイル・
リサーチャー®」が常にウォッチ。食品・飲料・流通業界向けの商品開発やマーケティング
業務の中で、ますますニーズが高まる海外のフードトレンド、今後のライフスタイルの変化の
兆しを幅広い業界向けに提供することを目的としています。
タイトルは「FOOD（食）＋DIAL（指針、羅針盤）」の造語で、海外の食潮流を読み解き、日本
の食の未来を指し示すという意志を込めています。

世界のフードトレンドや新しい潮流を
毎月お届けするフードマーケティングレポート

創刊から75号でおよそ2000以上の
海外食トレンド事例をお届けしています

「 Pick Upページ 」 現在最も注目されるテーマを詳細に解説

「 Topicページ 」 各国より最新情報を毎号およそ15事例を紹介
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© 2022 TNC Inc. 

世界のＳＤＧｓビジネス先進事例と生活者の声を届け、日本のＳＤＧｓを推進
するプラットフォーム 会員制ウェブサイト

●世界のリアルなトレンドや声を把握

●NEXT ACTIONもサポート

Internal use only／データ配布・コピー・キャプチャーNG資料

53

掲載事例は各地の市場や店頭、SNSや
口コミなど、現地生活者にしかわか
らない情報源から厳選し、ビジネス
視点でレポート。
また、実際の体験付きレポート（動
画も有り）によって使用感や感想、
課題を知ることができ、日本でのビ
ジネスのヒントに活用できます。

世界各地在住の生活者ネットワーク、
ビジネスマッチングや国際物流エキ
スパート、SDGs/ESGコンサルティン
グ・人材教育の専門家など、多彩な
パートナーと連携したチーム体制で、
貴社のSDGsビジネスの次のアクショ
ンをサポートします。



© 2022 TNC Inc. 

インド インドネシア カンボジア

シンガポール タイ バングラデシュ

フィリピン

ベトナム マレーシア ミャンマー

ラオス 中国

台湾 韓国

54

各国の高感度層ボードメンバーから集めたトレンドを分析し、ウェブサイトや
SNSを通じて発信。リサーチ、グループインタビューなど調査業務も対応。

Internal use only／データ配布・コピー・キャプチャーNG資料



© 2022 TNC Inc. 

TNCが運営する「メゾン・ド・ツユキ」は、神楽坂の裏路地にある築70年以上の伝統家屋
を改装し、キッチンラボ&サロンとして運営。月3日間だけの会員制プライベートレストラ
ンの営業は、様々な企業の方々を迎え、食事を楽しみながらの交流を育んでいる。また、
このスペースでは地域の食材を活用したメニュー開発やメディアを招待してのプレゼン
テーションイベント等も実施。今後は日本各地の食文化や食材と、東京や海外をつなぐ拠
点として活用することも計画している。

http://tsuyuki.tokyo

自社サロンスペースの活用

● 神楽坂のキッチンラボ&サロン「MAISON DE TSUYUKI」

© 2022 TNC Inc. 55



© 2022 TNC Inc. 

FO
O

DIAL

TNC 世界の食潮流 2023
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© 2022 TNC Inc. 

FO
O

DIAL

最新の海外フードトレンドから未来を読み解く。
「世界の食潮流2022-2023」

海外70ヵ国のネットワークを持ち、国内外のマーケティングサポートを行う株式会社TNC（東京都・新宿区）が2015年か
ら毎年更新し、自信をもってお届けする「世界の食潮流」セミナーでは、海外の食にまつわる大きな流れ（食の潮流）の解
説とそれを裏づける各エリアの食トレンド事例を紹介します。国内外市場での新商品開発、新規事業開発、マーケティング
戦略などの各種業務にぜひお役⽴てください。

欧州・米国・アジアなど
世界の食潮流やトレンドを紹介

食の未来を先読みできる
キーワードで解説

© 2023 TNC Inc.

※ご紹介するキーワードや海外事例はセミナー内容に
合わせて調整・抜粋してご紹介いたします。
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価値づくりのコツ
グローバル視点&マーケットイン思考
（ローカルでは伝統⇒グローバルではトレンド）
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グローバル視点での価値創出
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グローバル視点での価値創出

Plant Based Food Fermentation

Next Seafood
(Seaweed) Mobile “WASHOKU”
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© 2022 TNC Inc. 

Internal use only／データ配布・コピー・キャプチャーNG資料

配信 ●VOICEjp/創刊2008年9月

より毎月配信

体裁 HTMLフリー・メールマガジン方式

配信数 12,000部

読者対象 TNCのメンバーと名刺交換をして

下さった方と、配信をご希望され

た方

発行元 株式会社TNC

発行人 小祝誉士夫

制作 木下 朋

編集人 村上千砂

広告会社

一般企業

出版・
マスコミ

編集者・
ライター

その他

➣ 読者層

TNCでは、注目の海外情報を特集するVOICEjpを
HTMLメールマガジンとして定期的に発行していま
す。（これまでに通算120号配信）

こちらのQRコードより
ご登録ください

koiwai@tenace.co.jp

もしくは下記メールアドレスまで
「メルマガ配信希望」とメールください。

© 2022 TNC Inc. 

■株式会社TNC メールマガジン VOICEjp 配信中
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© 2022 TNC Inc. 

株式会社ＴＮＣ
住 所 本社

〒162-0833
東京都新宿区箪笥町1番地
TEL. 03-6280-7193 FAX. 03-6280-7194 

TNC“F”
〒810-0041
福岡県福岡市中央区大名2-6-11 Fukuoka Grows Next

設 立 2004年2月19日

事業内容 「ライフスタイル・リサーチャー」の運営業務
商品企画及びそれに関する国内外のマーケティング業務
企画・編集・ライティング業務
国内外におけるPR業務

TNC ASEAN NETWORK

○TNC Bangkok (SOUTHEAST ASIA HEADQUARTERS) 2011年6月設立
住 所 229/4 Soi Sukhumvit 49 Klongtan-Nua Wattana, Bangkok 10110

TEL. +66(0)2-392-0833   FAX. +66(0)2-713-5958

○TNC Saigon 2014年設立
○TNC Jakarta 2014年設立

事業内容 タイ・アジア諸国における現地PR業務
タイ・アジア諸国における現地マーケティング業務
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アクセンチュア株式会社
ビジネスコンサルティング本部

小栗 史也

GFP北海道輸出セミナー&
マッチング in 帯広

北海道・帯広からの
輸出拡大のポイント

1億人ではなく
100億人を見据えた
農林水産・食品産業へ
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産地掘り起こし・輸出機運の醸成・商談機会の創出を目的としたセミナーを開催
し、国内外の商社・バイヤーを招いた個別/グループ商談会・交流会を実施予定。

GFP北海道輸出セミナー&マッチングのコンセプト

個別/グループ商談会セミナー 交流会

新たな輸出産地の掘り起こし・
各地の輸出機運醸成

バイヤーの道産品ファンづくり・
成約に繋がる“新たな商談会”

国内外の商社・バイヤー・シェフ
等を招いたメニュー検討

• 輸出を取り巻くトピック・支援メ
ニューの解説を実施

• 北海道からの先進輸出事例
の紹介を実施

• 商社・海外バイヤーを招へいし
つつ、成約に繋がるマッチング・
ディスカッションを実施

• グループ商談と個別商談を組
み合わせて実施

• 持参頂いた産品をその場で試
食しながら、取扱に向けたメ
ニュー検討・展開方法を検討

• 多様な参加者間でのコラボ
レーションを創出
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輸出にこれから取り組む事業者様等はグループ商談を実施して、事務局サポート
の元での事業者連携での商品提案・コラボ企画検討を実施。

輸出熟度に応じたマッチング ~旭川イベントの事例

個別商談

• 熟度が高く、“相思相愛”のマッチングに関し
ては、個別商談をセットして、詳細な商品
紹介・バイヤーとの輸出条件の詰めを実施

グループ商談

• 輸出未経験者等は、弊社ファシリテートの
元、複数事業者で連携したバイヤーへの商
品提案・コラボレーション企画を議論
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GFP北海道輸出セミナー＆マッチング in 帯広

登壇事業者様

• 勝毎ホールディングス
（森のスパリゾート北海道ホテル）

• 十勝清水町農業協同組合

• グリーンズ北見

• 国分北海道

• プライム・ストリーム北海道

• 九州農水産物直販

参加バイヤー様

• 国分北海道

• プライム・ストリーム北海道

• 北海道物産トレーディング

• 九州農水産物直販

• 四洲集団
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牛肉

ホタテ

パックご飯

北海道からは全11品目35産地64事業者が輸出産地リストに掲載されており
(令和3年12月時点)、道内全域にわたって産地が数多く所在している。

（参考）道内輸出産地の所在状況

出所:農林水産省公表リストを基にアクセンチュア作成

新千歳空港

苫小牧港

札幌市(味噌・醤油・清酒・ウイスキー)

函館市(牛乳・チーズ)
厚沢部町・江差町・乙部町(かぼちゃ)

美唄市・倶知安町・せたな町(コメ)

江別市(牛乳)

厚真市(鶏肉)
日高町(牛乳)

新冠町(豚肉)

大樹町(チーズ)

清水町(にんにく)

帯広市・音更町・士幌町・上士幌町・鹿追町
・本別町・幕別町(長いも)

音更町・鹿追町(たまねぎ)

音更町(にんじん・チーズ)

釧路市(清酒)
中標津町(チーズ)

美幌町・津別町・大
空町(たまねぎ)

北見市・訓子府町・
置戸町(たまねぎ)

北見市(たまねぎ・にんにく)

湧別町(たまねぎ)

富良野市・上富良野町・中富良野町
・南富良野町・占冠村(たまねぎ)

東川町(清酒・コメ)
旭川市(牛乳・日本酒)

新篠津村(コメ)

新十津川町 (清酒)

増毛町(清酒)
芦別市(コメ)

網走市(味噌)

本別町(味噌)

八雲町(味噌)

栗山町(清酒)

道内
全域

石狩港
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富裕層・嗜好層向けの小ロット輸出を支えるとともに、コストメリットを確立・ミドル
層向けの市場開拓と並行した大ロットの輸出商流・物流を構築。

大ロット・小ロット両輪による輸出拡大

小ロット・大ロット両面での輸出ルート構築を推進、相乗効果による輸出拡大を図る

物流／商流上のポイント

• 大ロット生産、または集荷・混載ルー
トを構築、海上輸送によりコストメリッ
トを確立

• 大ロット化・低コスト化により、ミドル層
の需要を開拓(有望商社・バイヤーに
よる“太い商流”の開拓が重要)

• 大都市部での集約や地方空港・地
方港LCL等の活用可能性検討によ
り手続き・コスト等のハードルを低減

• 産品発掘(輸出向け開発)・ブラン
ディングから手続き面までを商社等が
担い高級小売・外食等へ向け輸出

単一品目に
よる大ロット
輸出

中小メーカー
等による

小口・多品目
輸出

海外における
ターゲット層

富裕層
嗜好層

ミドル層

ブランド
による
裾野拡大

本物志向
への移行

品目パターン

• 単一(少数)商材によ
りコンテナを仕立てる
ことが可能な品目
大ロット野菜(キャ

ベツ・大根・かんしょ
等)・冷凍水産物・
畜産物等

• 少量(多商材)による
輸出品目
高価値野菜・ブラン

ド和牛・日本酒・加
工食品等

目標
3：7

3

7
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“出口”となる海外バイヤーを含めたチームづくりを行うことで、海外ニーズを生産・
流通へ反映できる仕組み・コーディネートする商社・輸出コンサル等の存在も重要。

輸出における“チームづくり”の重要性

産地・産品のファンになり、
自分事として販売促進

産地事務局
(産地商社等)

輸出商社
物流業者

生産者(熟度中~低)

輸入業者
海外バイヤー
(小売・外食)

流通調整・
プロモーション

産地・海外バイヤーと
連携しつつ、効率的な
生産~物流の実現

生産者(熟度中~低)

輸出先進生産者(熟度高)

輸出向け生産
・出荷調整

輸出向け生産
・出荷調整

フィードバック・商品開発・ブランディングを共同実施

兼ねるケースも

サポート(輸出向け生産~商談)

輸出物流への反映

兼ねるケースも

商品開発
・ブランディング

行政機関・研究機関

プレイヤー・
補助事業紹介

輸出コンサル

全体コーディネート
・PMO

デザイナー・PR会社 大学・研究機関

担い手育成・
研究での課題解消
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海外バイヤー・国内商社・水産養殖/加工業者がチームを組み、行政・コンサルが
視察・議論の場をコーディネートすることで、現地ニーズに合った商品開発を推進。

輸出における“チームづくり”事例 ~鹿児島ブリ・カンパチ輸出

生産現場視察 加工場視察・試食 行政・コンサル交えた討議

• 主要原料魚種の養殖現場にて
水揚げ・給餌の様子等を視察

• 品質向上・環境負荷低減・食
の安心安全性担保に係る工夫
等、生産のこだわりを体感

海外(台湾)バイヤー・国内商社が水産養殖・加工業者とチーミング
2日間行程で視察・試食・討議を一気通貫で実施しPB開発を目指す

• 加工場内を案内いただき規模・
設備スペックを確認

• 既存商品/サンプル品の試食も
行い異なる味付けの可能性等
をメーカーと意見交換

• 産地・メーカーの前では言いにく
かった意見含め率直に討議

• 原価率を下げる工夫等、商社・
行政が一体で協議する必要が
ある事項を詰める
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商社/海外バイヤーを巻き込んで現地ニーズ起点での商品PR・メニュー検討を共
創する形の“新しい商談会”を実施することが、道産品の“自分ごと”化を促す。

輸出商社/海外バイヤーを巻き込んだ“新しい商談会”

ライブコマース・SNS発信

バイヤー招聘・ワークショップ・商談

輸出メニュー開発・試食新たな商品発掘・取扱検討

GFP北海道
支援チーム

連携

バイヤー・シェフ
インフルエンサー

バイヤーの北海道ファンづくり・“自分ごと”としての
商品開発~販売促進、海外消費者への発信

バ
イ
ヤ
ー
等
の
北
海
道
招
聘

ワークショップ
(メニュー・ブランディング検討)

メニュー提供・試食
(レストラン・テストキッチン)

産地紹介
(産地ツアー・視察アレンジ)
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北海道ブランドに対する海外事業者の引き合いは強く、商品だけでなく地域ブラ
ンド・ストーリーの訴求もプロモーションの要諦。

北海道ブランドの高い評価

外資系卸売業者(日本法人)

• 日本の各地域の“ご当地感”のある商品を現地小
売は期待している

• 「北海道産」という地域ブランドは香港でも強いと
感じている。特に北海道産牛乳は人気である

• 食にこだわりを持つ香港人は、”本物“の商品を好
む。その為、地域ブランドを持っている商品は人気
が高い

• 例えば、北海道アイスクリームや北海道ほたて、
北海道スイートポテト、沖縄黒糖、京都抹茶

• “ご当地商品”は積極的に取り扱っており、特に北
海道は北海道コーナーを設けているため、コーナー
向け商品を探している

• 富士山関連商品や北海道・沖縄の原料を活用し
た加工食品や店舗で最終加熱する各地の名物
商品を使った加工品もニーズ高い

• 商品を売るのではなくストーリーを売った方がよい
（Don’t sell a product, sell a story）

• 北海道や沖縄、福岡等、香港人が旅行へ行き、
食のイメージが強い産地の商品は“美味しい”という
イメージもあり人気が高い

現地系スーパー(展開国：香港・台湾等)

輸出商社 日系スーパー(展開国：シンガポール・香港等)

事業者ヒアリング結果
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十勝・帯広・道東エリアのポテンシャル
• 青果物(特に野菜)・スイーツ・水産物(ホタテ・うに・いくら等)・畜産物等海外
ニーズの高い品目が多く、大ロット生産・輸出が可能な“日本の食料基地”

青果物は、JA川西・大正・十勝清水をはじめとしてJAが積極的に輸出
を牽引（ながいも・たまねぎ・かぼちゃ・にんにく・にんじん・ゆり根・スイートコーン等）

 スイーツは複数メーカーが連携した“スイーツクラスター”での取組が有望

• ブランドが確立している“北海道”に上乗せするブランドとして、“十勝”ブランド
で更なる相乗効果が期待できる

• 北海道ホテルを拠点とした海外バイヤーの招へい・インバウンド連携・海外向
けメニュー開発等に期待

• 十勝・帯広エリアとして、青果加工品・フードテックをはじめとした食のイノベー
ション拠点化、“サウナ飯”としてのプロモーション等も有望
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道産野菜の輸出拡大に向けては、ローカルシェフと連携して日本産の強みが活き
る現地メニューへの活用・試食と生産者による産地ストーリーのプレゼンを実施。

道産野菜を活用したメニュー提案

• 現地ローカルシェフと連携した上で、日本産野菜の強みが活きるメニュー(イタリアン・中華
料理)を共創・提供：カルパッチョサラダ、话梅小番茄、四川泡大根、鍋メニュー等

• 日本の生産者・商社によるプレゼンを通じて産地ストーリーを訴求：ローカルバイヤー・レス
トランシェフからは多くの引き合いを頂き、今後の輸出拡大に繋げる

• シンガポールではサラダ店やヴィーガンレストランが拡大しており、販路拡大の好機

GFPシンガポールイベントでの提供メニュー(2/9)

(左) Masa Saitoシェフ
(右) Hoo Chee Keongシェフ
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ローカライズ(”和と洋の中間”)による大ロット輸出の方向性に加え、北海道ブラ
ンドを活かしたスイーツのアジア圏輸出が有望。冷凍輸出も可能。

和菓子・スイーツに関する有望性

ターゲット国

• 米国
• アジア圏

• 中国
• ベトナム
• マレーシア

• 米国
• 中国
• 香港
• シンガポール

品目例

• どらやき・大福
 チーズ・クリーム・

抹茶味等も人気
• もちアイス
• 日本風月餅

• 冷凍ケーキ
（北海道産等）

• バームクーヘン
• カステラ

• 伝統的和菓子
 大福・饅頭
 くずもち
 ゼリー菓子等

輸
出
ロ
ッ
ト

大

小

輸出拡大の方向性

• 現地系小売(PB商品)・大手EC(特に
中国)・外食/中食チェーン開拓

• コーヒー／抹茶ラテと連動したカフェ向け
和菓子提案

• 現地消費者の嗜好性に合った定期的
な新商品投入

• 春節等を中心とした中華系消費者の贈
答用需要向け提案

• 食以外も含めた、複数品目セットでの
プロモーション・日本文化の認知向上

• 黒蜜きな粉味・桜風味等は独自性があ
り、現地ニーズも高い

• “北海道産”をはじめとした高品質な原
材料による「地域ブランド」訴求

• アジア圏の健康志向層への安心・安全
面の訴求

“ローカライズ”
（和と洋の中間）

“地域ブランド・
安心/安全・

品質/味の良さ”

“日本らしさ・
本物/伝統”

訴求要素
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既存の小口混載事業の活用に向けた議論から、荷量の確保を安定化・必要なイ
ンフラを整備するための事業者間連携を促進。

道内港湾の活用に向けた方向性（例）

活用港 苫小牧港

方向性

• 小口混載事業の利用拡大促進
 PR強化、事業者ネットワークの構築等

• 商社の育成・試験的輸出に向けた支援(PR補助等)
• 輸出量を考慮した冷凍/冷蔵倉庫の更なる拡充
• 港湾までのサテライト拠点設置等、道内物流の効率化

品目 ホタテ・野菜・コメ・冷凍食品・牛乳/乳製品

小口混載支援事業の活用を端緒とした事業者間の連携の推進
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皆様へのお願い

輸出に関心のある皆様
GFPへの登録・事務局へのご連絡を

お気軽にお願いします！

agri_exportation_jp@accenture.com



森のスパリゾート北海道ホテル
マネジメント戦略部長

山崎 隆弘

GFP北海道輸出セミナー＆マッチング in 帯広



1899年（明治32年） 創業「北海館」

1991年（平成 3年） 十勝毎日新聞社グループ

1995年（平成 7年） 日高ウイング増築
「北海道ホテル」に改称

2001年（平成 13年）ガーデンウイング
（旧、北海館）を改修

2015年（平成 27年）
客室改修「露天風呂付客室」
「森のスパリゾート北海道ホテル」に改称

北海道ホテルという施設名には、
十勝・帯広から「北海道を代表するホテルに」

という志が込められています。

■北海道ホテル 沿革（抜粋）



コンセプトは「地産地消」
～ 十勝の美味しい食をお客様へ ～

■食のコンセプト

フランス料理エスコフィエ協会「ディシプル」の称号
を持つ洋食料理人、国内の有名店で修行を積んだ
和食料理人、シニアソムリエを含む7名のソムリエ
たちが、十勝の食の素晴らしさを伝えます！

■レストラン 「ぐるっとTOKACHI」フェア
■イベント 「TOKACHIごちそうビュッフェ」

レストランや宴会場で提供する料理に、
十勝産食材を積極的に利用。

■料理教室 JA主催イベントや学校など



■食に関する当ホテルの役割

食材・商品・情報
etc…

クチコミなどに
より情報拡散

地元生産者
食品製造・販売各社

消費者

ホテル

料理
商品
情報

サービス

利用者

観光客
（道外・海外）

【当ホテルの強み】
メディアの活用 ⇒ 十勝毎日新聞社グループ

創造・価値向上

提供

利用

顧客満足

商品やサービスを創造し、十勝の素晴らしい素材の価値を
さらに高めて利用者へ提供することがホテルの役割



①提案業者1社・ゲスト4名想定
プレゼン実施後に、料理試食会 ②地元事業者数社

×海外企業数社

商談ブースの海外企業を
地元事業者が交代で廻り
商品PRを実施

（ポプラの間）

（大雪の間
1/4スペース）

■ホテル宴会場利用（一例）

プレゼンや商談会・試食会など、
少人数からのご対応が可能です。



■ホテル客室（一例）

フォレスト・スパツイン（客室露天風呂付） 8室

サウナツイン「ととのえ」（プライベートサウナ付き） 2室

モダン・ダブル 9室

スーペリアツイン 18室

ご利用シーンに合わせたさまざまなタイプの客室（全117室）をご用意！
大切なゲストのおもてなしにぜひ当ホテルをご利用くださいませ。



■ホテル宴会場 ご利用の流れ

■ご依頼・ご相談

■ホテルよりご提案

ご希望日・会場の有無・ご利用趣旨・想定人数など

適した会場や開催内容・お見積り・資料等

■決定～詳細お打ち合わせ
食材などのお持ち込み・提供方法（調理）等の確
認
メール・お電話またはご来館等にてお打ち合わせ
（概ね開催日の10日前頃までに内容確定）

■ご利用日当日
必要に応じて、当日のお打ち合わせや

リハーサルなど実施



■インバウンド状況（概略）

・2008年頃～ 台湾を中心に訪日外国人が増加

・2015年頃～ シンガポール・韓国などが徐々に拡大

・2019年頃～ 年間宿泊者の約10％が訪日外国人

12月 新型コロナウイルス発生

・2022年10月頃 入国規制が徐々に緩和され訪日増加
・2023年1～3月 当ホテルへの宿泊予約も回復傾向

（1月宿泊者数の約8％が訪日外国人）

国内のランドを中心に訪問セールスなど

海外セールス
（台湾・シンガポール・香港・韓国・マレーシアなど）
海外での旅行博出展、現地旅行会社訪問・商談など

今後は、十勝・帯広へもコロナ前のように
多くの外国人観光客が訪れると予想されます。



■今後の取り組み

改めてホテル内外にて北海道・十勝産食材の素晴らしさを伝えていきます。

来館者

レストラン
バード・ウォッチ・カフェ

和食六郎

宴会
婚礼

ショップ
訪問商談会

国内外セールス

WEBサイト（WEBメディア）

各種SNS

情報

各種マスメディア

地元生産者
食品加工・販売業者

地元生産者
食品製造・販売各社

食材・商品



＜概要＞
 組合員 1354人
（正組合員448人・准組合
員906人）
 役員 15人
（理事12人・監事3人）
 職員 165人
（うち正職員111人）
 出資金 16億3726万円
 農畜産物販売高

329億3100万円
 貯金高

365億3000万円
 長期共済保有高

638億9200万円
 購買品供給高

96億2600万円 【当ＪＡ概要説明】
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「ウィルスフリー種子」と「しみず有機」を生かした高品質にんにくを生産し北
海道のにんにくとして確立を目指す。

JA十勝清水町のご紹介

• 北海道上川郡清水町に所在：正組合員
448人・14,511haの作付面積（2022年）

• にんにくが必要とするミネラルを多く含み、地力
増強効果のある「しみず有機」肥料を10年前
から十勝清水にんにくに使用

• ウィルスフリー種子を開発し、にんにくの生産
性向上、単位収量アップを目指す。

• 「十勝若牛」・「とれたんと」等のブランドを有し、
新たな挑戦でにんにく（加工品）輸出に一定
の手ごたえ・評価を得る。

「ウィルスフリー種子」と「しみず有機」を生かした高品質にんにく



89©Accenture 2021. All Rights Reserved. 

バイオマス資源から有機肥料「しみず有機」を生産し、耕種農家が利用して
生産した作物を「とれたんと」としてブランド化する循環型農業を展開。

「しみず有機」の特徴

• 清水町内の乳牛糞と採卵鶏糞、木質天
然チップを混合し、成形した完熟堆肥ペ
レット「しみず有機」を生産

• 「しみず有機」を利用して生産された作物
は「とれたんと」と名付けられ、付加価値を
付けてネットショップで販売

バイオマスを利用した有機肥料・循環型農業へ
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当JAの輸出に対する取り組みは、十勝清水にんにくの産地形成、産地強
化に取り組む過程で生まれた挑戦であります。

輸出開始の経緯（取り組みのきっかけ）

• 慣行栽培（高畝マルチ栽培）に対し、生産者の高年齢化、労働力確
保問題、雇用依存、作業能力、他作物作業重複など時代背景も含め
持続的な生産の維持に課題が生じてきております。

• にんにく生産者は、高齢化・労働力不足等の不安的要素により、生産手
法の省力化が急務。

• 上記課題が面積減少要因でもある。

→ 持続可能性ある「にんにく」の産地形成に着手

省力化・効率化から生産面積増加計画、そして輸出へ
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スペインの機械・技術を導入して生産の省力化・効率化を進めるとともに、
規格外品の高付加価値化やマーケットインでの販路開拓を推進。

輸出取組の特徴

海外プロモーション・
規格外品の付加価値化世界の競合産地視察 輸出向け生産体系改革

• スペインにおけるにんにくの平畝栽
培・Broch社製機械の導入の様子
を視察

• 種子分割作業の一元化・機械化に
よる生産者負荷軽減

• 北海道での技術導入に向けた検討
を実施

• スペインBroch社製の一貫システム
を産地として導入

• JA主導による一元的な種子分割
～収穫のシステム構築を進め、単
収拡大・効率化推進

• ウィルスフリー種子開発・マルチの手
間削減

• 規格外品を使用した加工品開発

• 台湾出身スタッフ採用・台湾定期渡
航を通じた現地販路開拓

• 台湾・シンガポール・香港への輸出
に成功
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世界の競合産地視察（スペイン）

スペインでの平畝栽培。(6条植え・条間45cm 深度3~4cm） 理論上22,200株/反の植付け可能になる。
＊日本では全株を上向きに植え付けるが、スペインでは各株が横や逆さ等、拘りなく植え付けるが、芽は均一に上向きになる。
（ここで規格外品の割合が多くなることが予想される）

＊北海道では、寒さの関係からもうすこし深く植える必要があるが、broch社製機械の播種や収穫の効率には影響ない。

日本では手作業でやっている種子分割。この作業をJAが一括し、機械導入による効率化を図ることで、にんにく
生産に乗り出す生産者のハードルがかなり下がる。

プロモーション・
付加価値化競合産地視察 生産体系改革
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種子分割 選別 播種 収穫機

慣行 １２．５㎏／時間 ２００㎏／時間
２５ａ／日

３９，２００株／反
２５ａ／日

BROCH社製機械 ６００㎏／時間 ２，８００㎏／時間
１６０ａ／日

２８２，６４０株／反
１５０ａ／日

効果 ５０倍 １４倍
６倍／日
７倍／反

６倍

スペイン視察結果を踏まえて、broch社製の一貫システムを導入し、JA主
導での効率的な輸出向け生産~収穫が行える体制を構築。

輸出向け生産体系改革

• ウィルスフリー種子開発と省力化
 ウィルスフリー種子開発と、これまでの慣行高畝方式に限ら

ない独自路線を選択可

 マルチを掛ける手間・経費の削減

• スペインbroch社製の一貫システム導入
 JA主導による一元的な種子分割・播種・収穫の一環シス

テムの構築を目指す。

 省力化・一元化により北海道でにんにく生産を行う意味を
最大化

プロモーション・
付加価値化競合産地視察 生産体系改革

天候、圃場条件、圃場形状により左記効果は図れない場合がある。
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生産者と連携しつつ、輸出を見据えた生産方式の改善を通じた省力化・
規格外品の加工品開発を通じた高収益化に取り組む。

組合員である生産者との連携

• コントラの基盤になる大型機械の導入や作付方法に変更にあたっては、生産者
と一緒にスペインに赴き、共に研究していくことで理解を醸成

• 国内・輸出を通じてニーズの異なる市場を取り込むことで、規格外品を含め安
定した流通ルートを確保

• 国内・海外市場に安定的に商品を供給するためには、育苗～播種～収穫の
作業を安定化・大規模効率化による所得向上を目指す

→一連の作業にJAによるコントラ方式を取り入れることで、生産者に対して、
生産に係る省力化が実現！

→規格外品を使った加工品の輸出促進により、にんにく生産が生産者に
高収益をもたらすよう意識！

プロモーション・
付加価値化競合産地視察 生産体系改革
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規格外品を使った高付加価値加工品を複数開発し、他国料理への活用
提案・道産野菜とのコラボレーション提案等を積極的に実施。

規格外品を活用した高付加価値商品開発

にんにくを活用した加工品
【台湾】
・ 人気カリスマシェフによる黒にんにくのフレンチ活用
・ 超人気パン店での黒にんにくを活用したパンの製作
・ インフルエンサーへ「欧米料理」「イタリアン」「スペイン料理」の
切り口で試食品を調理提供しSNSマーケティングで話題を拡散

・ 有名シェフ・有名パン店代表の日本・試食・提案

海外食文化融合へ

プロモーション・
付加価値化競合産地視察 生産体系改革

（規格外品を活用した高付加価値加工品）
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コンサル会社・商社・インポーター等とチーム（パートナー）を横のつながり
を形成することで、国内販売と並行して効率的に輸出業務に取り組むこと
が可能になっている。

単協としての輸出への取り組み

• 単協単位で輸出専門の担当者を置くのは困難でり、GFPの協力と横連携での
「チームワーク」としての輸出体制を構築

→単純に今ある商品を展示会に出し商談するというやり方でなく、産地の背
景・取り組みを理解頂くことから始める。

→縦ではなく、横が重要。単純な売買の関係性でなく、パートナーとして、共
に技術を高めあい、共に商品開発をし、共に市場調査をし、共に販売をし
ていく新しい輸出のプラットフォームの形成

→理解醸成・共有からピンポイントでの商談マッチングに繋げる！
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チーム形成・連携より理解醸成・共通意識から相乗効果を得て幅広い展
開・ノウハウの蓄積が実現可能となった。

取り組み成果・今後の課題・展望

• チーム形成・連携は、農協単独（独自）では到底得ること無い経験、展開、
対応から型にこだわらず、柔軟な取り組みが必要と考える。

→事業者の輸出に対する考え方の変化、海外・国内の枠にとらわれない横
展開を図る組織形成。（輸出は目標すべき事項であるが、その輸出で得られる収益
利益以外でのメリット・効果等を優先的に考えた。）

（結果）にんにくの取組みで構築したチーム形成から得たノウハウとネット
ワークを活かし「大豆・小豆・小麦粉・牛肉加工品」と輸出品目が拡大した。

（課題）マーケットイン・プロダクトアウトの使い分けと対応力強化・内部組
織共有強化が今後の課題。
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当JAが本格的にここ２年程度取り組みを行ううえで、課題・問題等の解
決を実施する必要性がある

総合的に課題・問題

• 組織としての輸出に対する共通意識・俯瞰的視野の構築

• 出張として海外渡航に対する固定概念払拭

• バイヤーや商談と農業協同組合

• 「熱量（思い）」と「勢い」と「面白さ」と「結果」のバランス

• 「輸出≠多大な利益」なら取り組まない？

• 取り組み評価から幅を持たせた補助事業。

• コンサルタントの活用の意味を理解。コンサルタントとは。
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マーケットイン発想でのニーズ把握・商品多角化・食べ方提案をJA主体で
実施。 それに伴う諸活動への生産者理解促進もJAとしての重要な役割。

（参考）商談におけるJAの役割

1. JA主体での現地ニーズ把握・海外渡航しての現地商談
 商社・現地パートナーと膝詰めで協議・商談・PR

2. ニーズ把握しているJAが商品多角化・食べ方提案までグリップ
 ニーズ多様化に対応すべく、 1次加工品(冷凍・刻みにんにく等)、高次加工品

(マヨネーズ・ドレッシング・醤油)の検討をJAが実施
 ニンニク醤油・ドレッシングのレシピイラスト (５パターン作成) を、ポストカード裏面

に掲載し配布→食べ方まで提案(試食が難しい場合でもPR可能)
 台湾パートナー・料理研究家と連携し、現地食文化を考慮

3. 上記取組に係る生産者との協議・理解促進
 商談・それに伴う海外渡航含め、新たな取組の際は生産者アンケートを実施

 生産者の理解を得ながら先進的な輸出取り組みを推進

一
気
通
貫
で
の
実
施
＝JA

の
役
割
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(参考)作成した販促資材(ポストカード)
（裏）（表）
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(参考)作成した販促資材(ポストカード)
試験販売時・店舗無償配布し商品を通じて日本の食文化に触れていただくことを目的とした。

（コロナで思うような販売戦略が実践できないための対応策として活用）
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(参考)作成した販促資材
商品を活用したレシピを料理コンサルタントへ依頼。日本の食文化を土台に台湾食文化を考慮
したレシピを作成
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台湾の生鮮野菜輸入動向よりにんにく輸出への可能性が高い。アジア圏、
食文化を含め日本のにんにくが受け入れられる余地あり。

(参考)ターゲット国（台湾）のにんにく輸入現状

台湾は外国産にんにくを受け入れる文化が存在。
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台湾から見て遠方国からの輸入傾向にあり。世界的産地間での端境期対
応？親日、食文化から別口アプローチでの取り組みが必要。

(参考)ターゲット国（台湾）のにんにく輸入実情

台湾/直近5年の月別輸入にんにくの推移（単位：t）

台湾/直近5年の国別輸入ニンニクの推移（単位:t）

緑・その他の国
赤・アルゼンチン
青・スペイン

台湾の輸入にんにくの推移

輸入量（t）
輸入額（US$）

106年
=2017年

106年
=2017年

スペイン
アルゼンチン
エジプト
インド
アメリカ
タイ

ベトナム

輸入量
（単位：t）

輸入額
（単位：US$）

輸入単価
（単位：
US$/kg）

※アメリカ産と日本産は黒にんにくと思われる

2017年の台湾輸入ニンニクの量・金額・単価

日本
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「GFP北海道輸出セミナー＆マッチングin帯広」
※地域における輸出ベンチャーの役割

株式会社グリーンズ北見
営業開発部営業課 丸山 勇太



106©greens 2023. All Rights Reserved. 

会社概要

株式会社グリーンズ北見

・所在地／北海道北見市
・会社設立／1987年4月
・資本金／1億円
・従業員数／約150名
・概要
生産量日本一を誇る「北見たまねぎ」を
使用した加工品の製造・販売。
オホーツク地区の農協や北見市などの出資で
運営されている、地域に根差した食品工場です。



107©greens 2023. All Rights Reserved. 

会社概要

北海道北見地区で生産される玉ねぎで、
日本国内でのシェア30％を占める
生産量日本一の玉ねぎです！

北海道北見地区

北海道（北見地区）
31.1％

北海道その他
26.2％

佐賀県 6.6％

兵庫県 5.1％

長崎県 2.2％

静岡 0.9％

その他府県
28.0％

2020年玉ねぎ収穫量
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会社概要

グリーンズ北見の製品

オニオンソテー ＩＱＦオニオン

オニオンスープたまコロ

業務用

市販用

（冷凍品） （冷凍品）

（冷凍品） （常温品）
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輸出を始めたきっかけ

国内市場は人口減少によりマーケットが縮小
↓

海外への販路拡大

市販品として販売実績があり
常温で賞味期限も長く輸送メリットのある

オニオンスープで輸出にチャレンジ

しかし・・・
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取組み当初（2020年4月時点）
生産キャパは国内市場への対応で精一杯

（ボトルネック）
↓

そこで、農水省「輸出等新規需要獲得事業」へ
生産力向上を図る機械導入を申請

↓
令和2年8月事業に採択

同年12月機械導入されボトルネックが解消

輸出参入までの歩み
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生産力向上は実現したものの
輸出に対する知識がゼロ

↓
支援サービスの積極活用

2020年8月
道産品輸出塾へ入塾

2020年12月
ジェトロ新輸出大国コンソーシアム
海外展開支援サービスに申請・採択

輸出参入までの歩み
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輸出参入までの歩み

海外向け商品の開発

過去に
「牛・豚に関わる原料は輸出ができない」

との情報
↓

これまで原料に使用していた
牛豚エキスを排除した

あらたなオニオンスープの開発
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2020年(初年度)の取り組み

取組方針と目標

ターゲット国
①台湾 親日で地政学リスクが低い
②中国 巨大市場

販売目標
①台湾 270,000円
②中国 900,000円
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輸出実績（結果）

販売目標
台湾 270,000円
中国 900,000円 目標額 1,170,000円

販売実績
台湾 110,000円
マレーシア 20,000円
韓国 30,000円 合計 160,000円

輸出は簡単ではない

2020年(初年度)の取り組み
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反省点

・牛豚だけがダメだと勝手に思っていたが、
そもそも畜肉全般が望ましい原料ではなかった

・日本より食品添加物に厳しい

・商品のストーリーを上手く伝えられなかった

↓

ネガティブな事例が多かったが、輸出塾に参加し
ＷＥＢ商談を重ねたことで得られた貴重な情報

2020年(初年度)の取り組み
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提案事例

フーマーフレッシュ（中国アリババ系スーパー）

一次審査通過も二次選考で落選

落選理由を問い合わせると・・・
「鶏エキスが入っており、禁止ではないが

通関にリスクがあるものは避けた」

一次を通過して期待していただけにショックが大きかった

2020年(初年度)の取り組み
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2021年(2年目)の取り組み

取組方針

①輸出の取り組みを続ける

②ターゲット国の再選定

③輸出に適合した商品を開発
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①輸出の取り組みを続ける

2021年6月
道産品輸出塾へ入塾（2度目）

2021年6月
ジェトロ新輸出大国コンソーシアム

海外展開支援サービスに申請・採択（2度目）

2021年(2年目)の取り組み
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②輸出に適合した商品を開発

畜肉・食品添加物は望ましくない
（厳密にダメではないが・・・）

通関にリスクがあるものは
極力避けたい

2021年(2年目)の取り組み
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海外向けに開発した新商品
＋

輸出塾 各種セミナー
＋

ハンズオン支援事業

⇓

前年より海外適合レベルを上げ
オンライン商談を実施

2021年(2年目)の取り組み
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2021年度結果

前年より輸出件数が飛躍的に増加

実績

1,200,000円
（前年160,000円）

2021年(2年目)の取り組み
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海外展示会へ出展し
更なる販路拡大を目指したものの

新型コロナ影響により断念

結果、前年同様オンラインを中心に商談
↓

ＮＢ品の実績は昨年並みに留まった

しかし・・・

2022年(3年目)の取り組み
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輸出向けに開発した
２商品が

大手量販店の
海外向けＯＥＭ品に採用

2022年(3年目)の取り組み
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2022年度見込

4,000,000円
（前年1,200,000円）

2022年(3年目)の取り組み
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輸出に取り組んだ感想

日本で販売しているものを
そのまま海外へ・・・

そう簡単なものではないことが分かりました

労力は必要ですが、
マーケットは確実に存在しているため

確度の高い情報収集を行い
継続的に取り組むことが重要
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輸出に取り組んだ感想

国内向けの販売に加え

輸出事業に取り組むことは
大変なことです

JETROや各省庁が実施する
豊富なサポートメニューがあるので
積極的な活用をお勧めします
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輸出に取り組んだ感想

外国人へ商品を伝える取り組み

海外でも販売できる商品の開発

↓

日本国内の商談においても有効

実際、食品添加物不使用の商品は
国内でも需要があります
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今後に向けた取組み

国際工場認証の取得
FSSC、国際HACCP

海外展示会への出展
パートナー開拓

現地トレンドの把握

新商品開発
より高付加価値な商品
富裕層へのアプローチ
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おわりに

オホーツク地域には、十勝と同様
世界に通じる素晴らしい食資源があります

グリーンズ北見が輸出にチャレンジし
成功事例を作ることで

輸出に対するハードルを下げ

地域産品が一丸となって
海外発信できる環境づくりを目指します
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おわりに

大き（すぎる）な野望ですが・・・

外国市場において
日本のスープといえば

「グリーンズ北見」と

言われるようになりたいです。
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「GFP北海道輸出セミナー＆マッチングin帯広」
※地域輸出におけるコーディネーターの必要性

PRIME STREAM 北海道
林 朋美
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会社概要

日本の素晴らしい食品を海外へ
■株式会社プライム・ストリーム北海道
• 国内仕入/輸出業務/輸入業務
• 主な取扱商品 食品全般
• 所在地 音更町、札幌市
• 設立 2013年8月
• 代表取締役 増田 貴行

■PRIME STREAM ASIA PTE LTD
• 輸入卸/BtoC向けECサイトの運営
• 主な顧客 飲食店
• 所在地 シンガポール
• 設立 2013年8月
• 代表取締役 増田 貴行

（株）山本忠信商店
のグループ会社です
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輸出実績 ~航空定期便

■2013年12月 開始
■週3便
• 千歳発 ― 月・水
• 成田発 ― 火
【コロナ前】
• 朝到着した荷物を当日午前中引取

【現在】
• 到着後引取までに7時間以上を要する

■主な輸送品
• 生鮮品（ウニ、鮮魚、野菜、果物、乳製品、きのこ等）
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輸出実績 ~海上定期便 （冷凍）

■2015年4月 開始
■月1便の運行

■-25度設定/約3週間
■主な輸送品
• エビ、カニ、牡蠣、ホタテ、鰻、
• アイスクリーム、冷凍スイーツなど

苫小牧
横浜
釜山

SG
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輸出実績 ~海上定期便（冷蔵）

■2020年6月定期化
■2ヵ月に１便運行
■主な輸送品
• 酒類、小麦粉、缶詰、調味料、じゃがいも、コスメ

など
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GFPと連携した取り組み

• 苫小牧港から道産冷凍食品をシンガポール・マレー
シア向けに混載輸出

• 苫小牧港からシンガポールまで海上輸送、シンガ
ポールからマレーシアまではトラックで陸送

• 道産冷凍食品のシンガポール・マレーシアにおける
ニーズの確認

• 苫小牧港からシンガポールの海上輸送における物
流コスト・時間・品質保持の検証

• シンガポールからマレーシアのトラック陸送における物
流コスト・時間・品質保持・オペレーションの検証

実証内容

検証ポイント

輸出実証
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GFPと連携した取り組み

• 熟成じゃがいも（キタアカリ・インカのめざめ）
• レトルトコーン（ホワイト）
• 冷凍ミニトマト
• トマトジュース（クリア）
• 天然鰻の蒲焼
• サメガレイ
• キングサーモン

• 味の評価は良かった
• ABC Cookingや飲食店などから反応あり
• 熟成じゃがいも成約（飲食店)

展示した商品

現地の反応

シンガポールイベント



©PSgroup 2023. All Rights Reserved. 

地域商社の役割

現地でのコーディネート

• 現地でのアテンド
• 商談の同行
• 市場調査
• イベントの開催
• 見積作成
• イベント出展のサポート

輸出入手続きのサポート

• 輸出入可否の確認
• 英字ラベル作成
• 温度帯に合わせた便の手配
• 輸出入通関
• 現地保管
• 現地配送

■産地の身近な存在として、輸出入手続きを手厚くサポート
■産地・産品の理解を強みに、海外への売り込みを強力にサポート
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道産品輸出拡大に向けて ~輸出の課題

■商品を取り扱う卸業者が決まっている場合
• ひとつの国に対して一社のみが商品を扱えるので、既に輸出入卸が決まっている場合は自社で

取扱いができない。お酒に多い
■国内供給でいっぱいで輸出に回す余力がない
• 国内で人気のある商品や拘りのある商品に多い
■国内物流
• 冷凍や冷蔵の国内物流費が高い。特に地方は選択肢も少ない
• 市場便などを活用して上手く回せるか
■輸入規制
• 国によっては輸入規制が厳しく、輸出するまでのハードルが高い
• また、シンガポールのような規制が厳しくない国でも品目によってはライセンスや施設の認可など

ハードルが上がる場合も
■物量が少ない
• 協力して物量を増やしていく取り組みができないか
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道産品輸出拡大に向けて ~海外ニーズ

■現地から引き合いのある商品
• 酒類
• 季節を感じるもの（野菜や果物など）
• 冷凍カット野菜（安価なもの）
• 健康に良いもの
• シンガポールでまだ流通していないもの
• ストーリーのあるもの
• 北海道らしさのあるもの
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道産品輸出拡大に向けて ~輸出取組の工夫

1.小口輸送パッケージ
• シンガポール向けのサンプル品などの小口輸送パッケージの開始

• EMSー常温のみ（冷凍、冷蔵は現在休止中）

• 商品一個から輸送可能

• 全ての温度帯対応可

2.輸出機会の拡大を目的とした業務提携
• 輸出拡大を目指す事業者との業務提携

3.道外からの輸出
• 新千歳空港及び苫小牧港をメインとした物流の組み立て

 道外にも拡大
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おわりに

PS GROUPの役割

海外進出を目指す生産者・販売者に対して、マーケ
ティングや販売に関する限りない「簡便性」を提供す
ること

北海道や日本の優れた食品や食材を海外に広める
こと



九州農水産物直販㈱
農水産物輸出の取り組みについて

2023年2月24日
九州農水産物直販株式会社

本資料は九州農水産物直販株式会社の許可無く、
対外的に参照・配布しないようお願い申し上げます。

取扱注意



１. 九州農水産物直販株式会社について

156

設 立： 2015年8月28日

事業目的：九州の強みである農水畜産物の海外市場への輸出促進
～生産農家の所得増大。後継者が戻ってくる農業を目指して～

設立経緯：

所在地： 福岡市博多区博多駅前2丁目12-10 第7ｸﾞﾘｰﾝﾋﾞﾙ7Ｆ
代表者： 代表取締役社長 小田 保
株 主：

輸出商品例：

香港での現地調査の際、有力ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄｸﾞﾙｰﾌﾟであるDairyFarm社と
関係を構築。日本産・九州産農水産物の香港での販売につき合意に至った
ことから、九州経済連合会の全面的なﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟを受けて設立

JA宮崎経済連、麻生、JR九州、九電工、
エスジーグリーンハウス、日本通運、三井住友信託銀行



２. 九直設立の思い

157

現状：生産現場の高齢化が進み娘息子は都会で就職

未来：都会の娘息子が戻って後を継いでくれる農林水畜産業に

手段：成長する海外市場への輸出拡大で生産量増大、所得向上

⇒農業界と経済界が手を組んで輸出拡大に取り組もう！

前提: 九州の強みとは、農林水畜産物である
→ 「九州は日本の10％」：面積、人口、経済規模等々
→でも農産物産出額は「日本の20%」 他、畜産&養殖漁業40%等々



3. 直販商流について

158

社 名 Dairy Farm International
Holdings 

主 要
株 主 Jardine Matheson Holdings

本 社 香港（登記所在地-バミューダ諸島）

創 業 1886年

業 種 リテール販売
（食料品・衛生品 全般）

年 商 約282億USD（約3.8兆円）
展開
国/ｴﾘｱ 12か国/エリア

店舗数 10,000店舗

従業員数 23万人

■Dairy Farmグループ傘下 主要ブランド（香港）

■Dairy Farmグループの概要



順位 品目
1位 イチゴ
2位 リンゴ
3位 ぶどう

4．【青果】 主力商品中心⇒多角化
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 2020年度より売上品目の柱（野菜中心）の多角化を目指し、香港への野菜の供給が安定化して

きました。今年は更なる安定供給・安定品質を目指すと同時に販売品目を増やしていきます。

 甘藷については、年間通じて引き合いが非常に強い品目であり、産地拡大と同時に農研機構と共同

で品質改善に取り組んでいます。夏場の果物（桃・ぶどう）の安定供給・安定品質を目指し、山梨・

長野の生産者と輸出拡大に取り組んでいきます。

順位 品目
1位 きのこ
2位 甘藷
3位 ｷｬﾍﾞﾂ

■野菜 品目別売上推移 ■果物 品目別売上推移



5.【加工品】冷凍コンテナ混載プロジェクト
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 加工品ﾁｰﾑで月１～２本でﾚｷﾞｭﾗｰ出荷している冷凍ｺﾝﾃﾅ便に、今年度から香港DFの他ｶﾃｺﾞﾘの商材
の混載が可能となりました。これは、九直が設立された当初から香港DFで面倒を見て頂いている担当者
がDF香港内の食品全般の責任者となり、こうした混載便が実現できるようになりました。

 これまで進めてきた商品ラインナップの拡大を継続しながら、同一コンテナへの混載による物流メリットを活
かし、一つでも多く成約に結び付けていくことを目指します。

＋

DF内のチーム横断の
混載案件

①DF他ｶﾃｺﾞﾘNB商品
例：冷凍餃子

②DF 冷凍青果
例：冷凍小松菜

③DF 冷凍PB商品
例：PB冷凍パン

（商品ｲﾒｰｼﾞ）



イオンマレーシア、カンボジアにおける九州フェアの開催
● 2021年度は、前年度行ったオンライン商談会や輸出相談対応に続き、イオンマレーシア・カンボジアとの間でオンライン商
談会を実施、さらに両国店舗における「九州フェア」を開催。
● 2022年度はマレーシア、カンボジアに加え、さらなる地域の拡大に取組、九州産品の販路拡大を目指す。

6. 九州の食輸出協議会について
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■2021年度取組

■2022年度取組 …イオンASEAN本部との取組拡大

マレーシア カンボジア

タイ ベトナム インドネシア
161



7. 九直の強み

多様な産地との繋がりを活かした仕入れと、デイリーファーム
グループとの直接取引という明確な出口戦略が強み

展開

仕入れ

商流

• デイリーファームグループは、東南アジア12カ国・エリアに展開
• 香港との取引で培った強みを他国に展開

• 直接取引を中心に日本全国の生産者様から仕入れ
• 関係機関のご支援により多様な産地とのネットワーク構築

• デイリーファームグループ（香港最大手量販チェーン、現地小
売市場シェア4割超）との直接取引

• 中間マージンの圧縮で価格を下げて中間層を取り込み
• 市場の声を聞き、ダイレクトに商品提案

3つの強み
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8. 輸出ビジネスモデル

163

■独自のビジネスモデル

物流コスト・中間流通コストを大幅削減することで、国内販
売価格の約2倍程度で販売できるようになり、ﾎﾞﾘｭｰﾑｿﾞｰﾝ
であるアジア中間層の取り込みが可能となった

産地 / メーカー / 卸 九州農水産物直販 Dairy Farm グループ
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北海道ブランドに対する海外事業者の引き合いは強く、商品だけでなく地域ブランド・ス
トーリーの訴求もプロモーションの要諦。

北海道ブランドの高い評価

外資系卸売業者(日本法人)

• 日本の各地域の“ご当地感”のある商品を現地小
売は期待している

• 「北海道産」という地域ブランドは香港でも強いと
感じている。特に北海道産牛乳は人気である

• 食にこだわりを持つ香港人は、”本物“の商品を好
む。その為、地域ブランドを持っている商品は人気
が高い

• 例えば、北海道アイスクリームや北海道ほたて、
北海道スイートポテト、沖縄黒糖、京都抹茶

• “ご当地商品”は積極的に取り扱っており、特に北
海道は北海道コーナーを設けているため、コーナー
向け商品を探している

• 富士山関連商品や北海道・沖縄の原料を活用し
た加工食品や店舗で最終加熱する各地の名物
商品を使った加工品もニーズ高い

• 商品を売るのではなくストーリーを売った方がよい
（Don’t sell a product, sell a story）

• 北海道や沖縄、福岡等、香港人が旅行へ行き、
食のイメージが強い産地の商品は“美味しい”という
イメージもあり人気が高い

現地系スーパー(展開国：香港・台湾等)

輸出商社 日系スーパー(展開国：シンガポール・香港等)

事業者ヒアリング結果



北海道より
十勝ブランド

• 十勝産41%＞＞北海道28%

輸出上の課題
• 手続きが煩雑
• 採算合わない
• 物流非効率/高コスト
• 海外取引先の信用力
• 鮮度維持の難しさ

165
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牛肉

ホタテ

パックご飯

北海道からは全11品目35産地64事業者が輸出産地リストに掲載されており(令和3
年12月時点)、道内全域にわたって産地が数多く所在している。

（参考）道内輸出産地の所在状況

出所:農林水産省公表リストを基にアクセンチュア作成

新千歳空港

苫小牧港

札幌市(味噌・醤油・清酒・ウイス
キー)

函館市(牛乳・チーズ)
厚沢部町・江差町・乙部町(かぼちゃ)

美唄市・倶知安町・せたな町(コメ)

江別市(牛乳)

厚真市(鶏肉)
日高町(牛乳)

新冠町(豚肉)

大樹町(チーズ)

清水町(にんにく)

帯広市・音更町・士幌町・上士幌町・鹿追町
・本別町・幕別町(長いも)

音更町・鹿追町(たまねぎ)

音更町(にんじん・チーズ)

釧路市(清酒)
中標津町(チーズ)

美幌町・津別町・大
空町(たまねぎ)

北見市・訓子府町・
置戸町(たまねぎ)

北見市(たまねぎ・にんにく)

湧別町(たまねぎ)

富良野市・上富良野町・中富良野町
・南富良野町・占冠村(たまねぎ)

東川町(清酒・コメ)
旭川市(牛乳・日本酒)

新篠津村(コメ)

新十津川町 (清酒)

増毛町(清酒)
芦別市(コメ)

網走市(味噌)

本別町(味噌)

八雲町(味噌)

栗山町(清酒)

道内
全域

石狩港



9.各経済連合会との連携ネットワークの活用
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 これまで東北経済連合会との連携による産地開拓、および輸出実績の拡大の実績を積み上げてきました。
甘藷、キャベツ、魚肉ソーセージなどです。

 こうした他エリアの経済連合会との実績例の水平展開の拡大を推進していきます。今年度は近隣エリアの
中国や四国地方の経済連合会との実績作りを図っていきます。

■各地域経済連合会との取り組み状況

北海道…鶏卵、水産メーカー紹介
東北…日ごろから継続的に、商談会、メーカー

紹介を実施。複数の輸出実績例有り。
北陸…タイ輸入商社紹介（駐日タイ大使館案件）
中部…情報交換中
関西…連携プラットフォームの活用
中国…もみじ饅頭ﾒｰｶｰ商品（桐葉菓）を台湾へ

輸出。定期ｵﾝﾗｲﾝ商談会を継続実施している。
四国…卵、LL 豆腐メーカー紹介。ﾊﾞｲﾔｰへ提案中。



 甘藷の基腐（もとぐされ）病が九州を中心に発生し、ロット確保のために、全国から病気のない生産者を
探していました。

 一方、宮城県「やまもとファームみらい野」では、大規模な農地を持つ一方、販路に課題を有していました。

 東北経済連合会からの紹介により、販路に課題を持つ「やまもとファームみらい野」と出会い、取引開始に
至りました。

 香港向けへのテスト出荷を経て、現在はレギュラー出荷を行っています。

10. 九州と東北との産地間連携輸出

168

■宮城県産甘藷（香港への出荷）

168



11. 九直の強み、目指すところ①
産地間連携の強化、仕入れ先拡大
 【直接仕入・販売】生産者への利益還元、販売先への競争力ある商品の提案が可能
 【国内規格外品の販売等】生産者に対し国内倉庫渡し、規格外品を活用できる等のメリット付与可能
 【安定供給】”産地リレー”により、年間を通した安定供給体制の構築が可能

安定供給

直接仕入
直接販売

国内規格外品
の販売

• 例えば、10月~3月は九州、4月~9月は北海道の野菜を
中心に輸出することで年間通しての安定供給体制が可能

• 仲卸業者や輸入業者を省き、生産者は利益を確保しやすい
• 現地ニーズの把握だけではなく、着荷時の商品状態を早期に
把握して、品質向上に向けた改善ができる

• サツマイモは国内で流通するサイズはM、Lサイズだが、香港では
おやつに手頃なSSやSサイズの需要が高い

産地間連携輸出のメリット
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12. 九直の強み、目指すところ②
目指すところ
 新規商品開拓、新規販路開拓によって、今後、更なる輸出拡大を目指す

2025年目標 20億円
2030年目標 50億円

今後の輸出目標

明確な
出口戦略

新規市場開拓

輸出目標

• 産地→当社→デイリーファームの構図は最短の輸出ルート
• 柔軟に取り組み、品質的に問題なければ輸出出来る

• 香港だけでなく、台湾、シンガポールなどアジア各国へ九州の
他、各産地との連携で農産物の輸出を拡大する

• 2022年度は10億円の目標をクリアできる見込み
• 政府の輸出目標を睨んで、最低でも2025年には20億円、

2030年には50億円の輸出目標を達成したい 170



①北海道は世界で大人気です
✓高品質食品で、おそらく日本最強の地域ブランド
✓高いインバウンド人気

②強みを組み合わせましょう
✓手続きが煩雑：国内渡し、円決済、貿易実務一式、海外折衝お任せ
✓採算合わない：他商品との混載など物流効率化で少量からスタート
✓物流非効率/高コスト：他商品との混載など物流効率化で少量からスタート
✓海外取引先の信用力：迅速支払の現地大手スーパーとのお取引
✓鮮度維持の難しさ：最適品種の選定や最適梱包などの工夫で鮮度維持

③ 輸出で未来を
✓少子高齢化が進む国内市場、経済発展が続き所得が向上する海外市場
✓1億人市場よりも100億人市場を

13. まとめ

171



ご清聴ありがとうございました
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